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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

（注）1. 上記の金額には消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。 

2. 潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益金額は、第35期、第36期につきましては新株予約権付社債等

潜在株式がないため、記載しておりません。また、第37期中につきましては、潜在株式は存在するものの1

株当たり中間純損失であるため記載しておりません。 

回次 第35期中 第36期中 第37期中 第35期 第36期 

会計期間 

自平成15年 
4月１日 

至平成15年 
9月30日 

自平成16年 
4月１日 

至平成16年 
9月30日 

自平成17年 
4月１日 

至平成17年 
9月30日 

自平成15年 
4月１日 

至平成16年 
3月31日 

自平成16年 
4月１日 

至平成17年 
3月31日 

営業収益（百万円） 83,296 85,800 115,384 192,801 190,803 

経常利益（百万円） 1,586 4,143 8,337 5,829 9,426 

中間（当期）純利益又は中間純損

失（△） （百万円） 
884 3,670 △78,237 2,068 2,518 

純資産額（百万円） 47,970 52,329 24,331 49,988 52,259 

総資産額（百万円） 301,013 289,804 207,196 299,472 329,253 

１株当たり純資産額（円） 833.20 909.16 △16.00 868.17 908.09 

１株当たり中間（当期）純利益 

金額又は１株当たり中間純損失金

額（△） （円） 

15.36 63.75 △886.33 35.75 43.69 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 15.94 18.06 11.74 16.69 15.87 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
△28,004 △329 4,225 △6,440 △6,062 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
326 △1,706 23,770 3,020 569 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
5,315 △2,655 △30,756 △8,028 3,706 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
14,063 21,188 22,079 24,977 24,832 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）(人) 

2,919 

(904) 

2,983 

(965) 

3,034 

(1,067) 

2,931 

(948) 

2,914 

(993) 



(2)提出会社の経営指標等 

（注）1. 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

2. 潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益金額は、第35期、第36期につきましては新株予約権付社債等

潜在株式がないため、記載しておりません。第37期中につきましては、潜在株式は存在するものの1株当た

り中間純損失であるため記載しておりません。 

回次 第35期中 第36期中 第37期中 第35期 第36期 

会計期間 

自平成15年 
4月１日 

至平成15年 
9月30日 

自平成16年 
4月１日 

至平成16年 
9月30日 

自平成17年 
4月１日 

至平成17年 
9月30日 

自平成15年 
4月１日 

至平成16年 
3月31日 

自平成16年 
4月１日 

至平成17年 
3月31日 

営業収益（百万円） 67,432 63,088 90,632 159,371 148,954 

経常利益（百万円） 1,182 3,128 7,059 4,082 6,864 

中間（当期）純利益又は中間純損

失（△） （百万円） 
1,013 3,255 △79,218 1,651 1,318 

資本金（百万円） 35,238 35,238 59,539 35,238 35,238 

発行済株式総数（千株） 57,606 57,606 184,673 57,606 57,606 

純資産額（百万円） 44,580 48,495 17,484 45,874 47,040 

総資産額（百万円） 268,236 258,366 171,073 266,207 285,801 

１株当たり純資産額（円） 774.32 842.54 △81.34 796.78 817.47 

１株当たり中間（当期）純利益 

金額又は１株当たり中間純損失金

額（△） （円） 

17.59 56.54 △897.38 28.58 22.90 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当額

（円） 
－ － － 7.5 － 

自己資本比率（％） 16.62 18.77 10.22 17.23 16.46 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）(人) 

609 

(282) 

607 

(271) 

567 

(255) 

588 

(280) 

574 

(265) 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動については、「３．関係会社の状況」に記載のとおりでありま

す。 

３【関係会社の状況】 

  当中間連結会計期間において、その他の関係会社であった株式会社リクルート（議決権の被所有割合30.97%）が保

有する当社の株式を、全て当社へ無償譲渡したため、株式会社リクルートはその他の関係会社ではなくなりました。

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）1. 上記従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外書で記載し

ております。 

2. 全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2)提出会社の状況 

 （注）1. 上記従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外書で記載してお

ります。なお、兼務役員は含まれておりません。 

2. 上記表には他社への研修出向者7名が含まれております。また、上記表の他に関係会社等への出向者4名がお

ります。 

(3)労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年9月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

不動産販売事業 443 (221) 

不動産管理事業 2,145 (558) 

不動産賃貸事業 23 (14) 

その他 359 (262) 

全社（共通） 64 (12) 

合計 3,034 (1,067) 

  平成17年9月30日現在

従業員数（人） 567 (255) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績   

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業業績の改善をはじめ、雇用情勢や個人消費にも明るさが見えはじ

めるなど、景気は引き続き緩やかな回復基調で推移いたしました。 

不動産業界におきましては、分譲住宅市場は、お客様による立地や商品企画などに対する選別傾向が一段と

強まる中、大規模・超高層マンションを中心とした大量供給が継続いたしましたが、団塊ジュニア層などの底

堅い需要を背景に、全般的に販売は好調に推移いたしました。 

 中古住宅流通市場は、新規マンション分譲価格の下落傾向に下げ止まりも見られることなどから、中古成約

価格も下げ止まり傾向となってきております。一方で、賃貸住宅市場は、J-REITをはじめとする不動産投資市

場の拡大を背景に、都心エリアの新規賃貸マンションが大量供給され、高額賃貸住宅は稼働率が低下し、それ

とともに賃料も下落傾向となりましたが、一般ファミリータイプの賃貸住宅は比較的堅調に推移いたしまし

た。 

また不動産管理業界は、大規模・超高層などをはじめとしてマンションの多様化が進む中、防犯やＩＴ化、

サービスの高度化に対するご要望など、より付加価値の高い専門的なサービスが求められるようになりまし

た。また、企業や投資家が保有するビルにおいては適切な維持管理に対するご要望に加え、一層のコスト削減

が求められるなど、引き続き厳しい事業環境で推移いたしました。 

このような事業環境のもと、新規のマンション分譲事業においては、市況に対する精緻なマーケティング

と、『「永く」「楽しく」「安全」「快適」「調和」の5つのコンセプト』に基づく居住性能の向上に注力した

ことなどにより、販売が好調に推移し、販売経費の効率的費消に努めるなど、戸建住宅分譲事業を含めた不動

産販売事業全般において、当初計画を大幅に上回る業績となりました。その結果、当中間連結会計期間の連結

業績につきましては、営業収益は1,153億84百万円（対前年同期比34.5％増）、経常利益は83億37百万円（同

101.2％増）を計上いたしました。一方、固定資産の減損会計適用による減損損失251億29百万円を含め、「資

産の再構築」の実施に伴い、総額881億31百万円の特別損失を計上したことなどにより、中間純損失は782億37

百万円を計上いたしました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①不動産販売事業 

マンション販売におきましては、一次取得者向けのマンション分譲を中心に営業活動を展開し、『コスモア

クアージュ東京ＥＡＳＴ』（東京都）、『コスモガーデンズふじみ野』（埼玉県）、『コスモハイセレサ稲毛

海岸』（千葉県）、『コスモシティ元住吉ガーデンフォート』（神奈川県）、『マリナタウン リベーラガーデ

ン・サウスウイング』（福岡県）など、当中間連結会計期間に1,655戸（対前年同期比573戸減）を引き渡した

ことにより、営業収益534億64百万円（同22.5％増）を計上いたしました。戸建住宅販売におきましては、『コ

スモアベニュー東京ガーデンイースト』（東京都）など、320区画（同136区画増）を引き渡したことにより、

営業収益156億64百万円（同83.3％増）を計上いたしました。土地・建物販売におきましては、ＣＲＦ事業にお

ける『湊3丁目プロジェクト』（東京都）、コンバージョン事業における『芝大門ビルプロジェクト』（東京

都）など19物件（同15物件増）を引き渡したことにより、営業収益207億17百万円（同107.9％増）を計上いた

しました。その結果、不動産販売事業における営業収益は898億46百万円（同44.5％増）、営業利益は90億40百

万円（同79.6％増）を計上いたしました。 

  なお、通期における分譲マンション引渡予定4,130戸に対して、約95％（引渡済住戸含む）は既に契約済であ

り、戸建住宅引渡予定548区画に対する契約も約70％（引渡済区画含む）まで進捗しております。 

②不動産管理事業 

不動産管理事業におきましては、引き続き新規案件の管理受託に努め、マンションの管理戸数が前年同期末

比7,402戸増加の118,867戸と堅調に推移したことに加え、効率的な業務推進に努めたことなどにより、営業収

益92億27百万円（同3.7％増）、営業利益7億17百万円（同6.9％増）を計上いたしました。 



③不動産賃貸事業 

不動産賃貸事業におきましては、マンションの転貸（サブリース）事業を中心に、新規物件の受託を積極的

に展開し、また既存物件の稼働率改善に努めたことなどにより、営業収益53億85百万円（同1.4％増）、営業利

益1百万円（同79百万円増）を計上いたしました。 

④その他事業 

・不動産仲介事業 

不動産仲介事業におきましては、共同事業における販売提携（代理）が減少した一方で、地域に密着した営

業活動を基本に、既分譲物件や新築買替え対応に注力したことなどにより、営業収益6億91百万円（同1.6％

増）を計上いたしました。 

・工事事業 

工事事業におきましては、戸建住宅分譲事業の拡大に伴う建築工事やオフィスビル改修工事の受注が増加

し、またモデルルームの設営工事及び受託管理物件の修繕・リフォーム等も順調に推移したことなどにより、

営業収益73億56百万円（同17.4％増）を計上いたしました。 

上記事業に加え、当社分譲物件のお客様に対するインテリア販売、たな卸資産の一時的賃貸、海外事業など

によるものを合計した結果、その他事業におきましては、営業収益137億63百万円（同15.9％増）、営業利益7

億30百万円（同125.0％増）を計上いたしました。 

(2)キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、220億79百万

円となりました。〔前年同期末は211億88百万円〕 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、主に販売が好調に推移したことによるたな卸資産の回収110億20百万

円などの資金増加があった一方で、仕入債務の減少60億15百万円などの資金減少があったことから42億25百万

円の資金の増加となりました。 

〔前年同期は3億29百万円の減少〕 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に投資有価証券の売却による収入236億30百万円があったことなど

から237億70百万円の資金の増加となりました。 

〔前年同期は17億6百万円の減少〕 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に第三者割当増資による株式の発行による収入484億10百万円や長

期借入金の調達による収入539億35百万円があった一方で、短期借入金の減少445億77百万円、長期借入金の返

済により884億63百万円減少したことなどから307億56百万円の資金の減少となりました。 

〔前年同期は26億55百万円の減少〕 



２【営業収益及び契約の状況】 

(1)営業収益実績 

当中間連結会計期間の営業収益実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）1．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

2．不動産販売高の数量はそれぞれ販売戸数・販売区画数・販売物件数を表し、不動産管理収入の数量はそれ

ぞれ管理戸数・管理棟数を表しております。 

3．不動産販売高の戸建住宅には、建築条件付区画分譲44区画、1,346百万円を含めております 

4．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

5．当中間連結会計期間末の不動産販売事業における中高層住宅の未契約完成在庫は75戸であります。 

区分 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前年同期増減 

数量 
金額 

（百万円） 
比率（％） 数量 

金額 
（百万円） 

増減率 
（％） 

不動産販売事業       

 中高層住宅（戸） 1,655 53,464 46.3 △573 9,819 22.5 

 戸建住宅（区画） 320 15,664 13.6 136 7,117 83.3 

 土地・建物（物件数） 19 20,717 18.0 15 10,750 107.9 

 計   89,846 77.9   27,688 44.5 

不動産管理事業       

 不動産管理（戸） 118,867 9,227 8.0 7,402 331 3.7 

 （棟） 331   6   

不動産賃貸事業  5,385 4.7  75 1.4 

その他事業       

 不動産仲介  691 0.6  11 1.6 

 工事  7,356 6.4  1,088 17.4 

 その他  5,715 4.9  783 15.9 

 計  13,763 11.9  1,883 15.9 

連結消去  △2,839 △2.5  △394 16.2 

 合計  115,384 100.0  29,583 34.5 



(2)期中契約高 

当中間連結会計期間の不動産販売事業・不動産仲介事業の期中契約高は、次のとおりであります。 

（注）1．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

2．不動産販売契約高の戸建住宅には、建築条件付区画分譲32区画、1,021百万円を含めております。 

(3)契約残高 

当中間連結会計期間末の不動産販売事業・不動産仲介事業の契約残高は、次のとおりであります。 

（注）1．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

2．不動産販売契約残高の戸建住宅には、建築条件付区画分譲12区画、465百万円を含めております。 

区分 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前年同期増減 

数量 
金額 

（百万円） 
比率（％） 数量 

金額 
（百万円） 

増減率 
（％） 

不動産販売事業       

 中高層住宅（戸） 1,906 51,639 58.4 △92 2,376 4.8 

 戸建住宅（区画） 269 13,429 15.2 94 5,522 69.8 

 土地・建物（物件数） 18 22,166 25.1 13 12,041 118.9 

 計   87,235 98.7   19,940 29.6 

 不動産仲介事業  1,106 1.3  357 47.7 

 合計  88,341 100.0  20,298 29.8 

区分 

当中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日現在） 

前年同期増減 

数量 
金額 

（百万円） 
比率（％） 数量 

金額 
（百万円） 

増減率 
（％） 

不動産販売事業       

 中高層住宅（戸） 2,818 67,548 93.6 477 △2,654 △3.8 

 戸建住宅（区画） 39 1,829 2.6 11 551 43.2 

 土地・建物（物件数） 2 2,042 2.8 1 1,883 1,189.5 

 計   71,420 99.0   △219 △0.3 

 不動産仲介事業  756 1.0  119 18.9 

 合計  72,176 100.0  △99 △0.1 



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において新たに生じた課題は以下のとおりであります。 

当社は、平成17年6月30日付で『Unison Capital PartnersⅡ,L.P.、Unison Capital PartnersⅡ(F),L.P.、

UC Astro Investor,L.P.（以下、合わせて「ユニゾン」という。）』及び機関投資家からの出資を受け入れ、

リクルートグループとの資本関係を解消し、リクルートグループから独立をいたしました。今回の「資本パー

トナーシップの再構築」における施策に伴い、約485億円の資本増強が図られた一方で、保有しておりましたフ

ァーストファイナンス株式会社の全株式を売却したことによる投資有価証券売却損、将来の企業価値向上を目

的とし、販売用不動産等を対象とした評価減の実施及び連結子会社で行うゴルフ場開発事業から将来撤退する

ことを前提に事業損失見込額を引当て、固定資産の減損損失を含めて総額881億円の特別損失を計上いたしまし

た。これにより「資産の再構築」を完了し、外部環境に左右されない強固な財務基盤を確立いたしました。 

また、平成17年9月29日開催の臨時株主総会におきまして、平成18年3月期に生ずる予定の欠損金の一部填補

に備えるため、また資本構成の是正を図り、今後の柔軟な資本政策の展開を可能とすることを目的に、「減資

並びに資本準備金及び利益準備金の減少」についてご承認いただき（効力発生は平成17年11月1日）、「資本の

再構築」を完了いたしました。 

一方、今回の増資による資金約485億円及び株式会社リクルートの全株式を譲渡したことにより得た資金約

204億円を原資とした借入金残高の圧縮、また、シンジケーション方式によるタームローン導入により、既存借

入金を一本化の上、低金利での借り換えを実施、加えてコミットメントライン（融資枠295億円）の増額設定を

行いました。これにより「負債の再構築」を完了し、更なる資金効率の改善を図るとともに、マンション・戸

建事業用地等の取得にも機動的かつ安定的に対応可能な体制を構築いたしました。 

今後は、更なる業績向上に努めるとともに、普通株主の皆様への安定的な利益還元を念頭に、平成17年6月30

日に発行した総額256億円の優先株式の早期償還も視野に入れ、財務的施策の検討を行ってまいります。 

なお、その他当社グループの事業において対処すべき課題につきましては、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成17年5月27日に株式会社リクルート及びユニゾンとの間で、当社がユニゾン及び機関投資家から出

資を受け入れ、マネジメント・バイアウトの手法により、リクルートグループとの資本関係を解消し、独立するこ

とに合意したことから、資本提携（経営権移行）に係る最終合意書を締結しております。 

  最終合意書の内容の概要は以下のとおりであります。 

(1)リクルートグループとの資本関係の解消 

①  株式会社リクルートを引受先とする約139億円の第三者割当による普通株式の発行 

②  株式会社リクルート、株式会社リクルートメディアコミュニケーションズ、株式会社リクルートエイブリック

の三者が現在保有する当社株式と上記の株式会社リクルートへの第三者割当による当社株式とを併せた全株式

（54,220千株）を当社へ無償譲渡 

③  当社及び当社グループが保有する株式会社リクルート株式の全株式を株式会社リクルートメディアコミュニケ

ーションズへ譲渡 

④  当社の連結子会社である株式会社コスモスライフは、株式会社リクルートが保有する同社株式（30千株）を自

己株式として取得 

(2)第三者割当による新株式（普通株式・優先株式）及び新株予約権の発行による資本増強 

①  ユニゾンを引受先とする約90億円の第三者割当による普通株式の有利発行 

②  機関投資家を引受先とする256億円の第三者割当による優先株式の有利発行 

③  同機関投資家を引受先とする第三者割当による新株予約権の有利発行 

５【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

新たに確定した重要な設備の売却は、以下のとおりであります。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

用途 

帳簿価額 

売却の 
年月 

従業員数
(人） 

建物及び構築物 土地 
その他 
（百万円）

合計 
（百万円） 面積 

（㎡） 
金額 

（百万円）
面積 
（㎡） 

金額 
（百万円）

当社 
コスモリヴェール 
三軒茶屋 
（東京都世田谷区） 

不動産賃

貸事業 
住宅 1,159 95 710 391 7 494 

平成17年 

12月 
－ 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（注1）「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月1日から半期報告書提出日までの新株予約権の行使により増加し

た普通株式数は含まれておりません。 

（注2）権利の内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

（注3）第1回A種優先株式の内容は、次のとおりであります。 

1．優先配当金 

(1) 第1回A種優先配当金 

当社は、利益配当を行うときは、第1回A種優先株式を有する株主（以下「第1回A種優先株主」という。）又

は第1回A種優先株式の登録質権者（以下「第1回A種優先登録質権者」という。）に対し、普通株式を有する

株主（以下「普通株主」という。）及び普通株式の登録質権者（以下「普通登録質権者」という。）に先立

ち、かつ下記9.(1)の定める支払順位に従い、第1回A種優先株式1株につき下記(2)に定める額の利益配当金

（以下「第1回A種優先配当金」という。）を支払う。但し、当該営業年度において下記(3)に定める金額の

優先中間配当金（以下「第1回A種優先中間配当金」という。）を支払ったときは、当該第1回A種優先中間配

当金を控除した額とし、これに優先して支払われる第1回A種累積未払配当金は控除しないものとする。 

(2) 第1回A種優先配当金の額 

第1回A種優先配当金の額は、第1回A種優先株式の発行価額（1,000円）に、それぞれの営業年度毎に8.0%を

乗じて算出した額とする。 

(3) 第1回A種優先中間配当金 

当社は、中間配当を行うときは、第1回A種優先株主又は第1回A種優先登録質権者に対し、普通株主及び普通

登録質権者に先立ち、かつ下記9.(2)の定める支払順位に従い、上記(2)に定める額の2分の1を限度（かかる

限度額からは、これに優先して支払われる第1回A種累積未払配当金は控除しない。）として、取締役会の決

議で定める第1回A種優先中間配当金を支払うものとする。 

(4) 累積条項 

ある営業年度において第1回A種優先株主又は第1回A種優先登録質権者に対して支払う1株当たり利益配当金

（中間配当金を含む。）の額が上記(2)に定める第1回A種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は

翌営業年度以降に累積するものとする（以下「第1回A種累積未払配当金」という。）。第1回A種累積未払配

当金は、翌営業年度以降、下記9.(3)の定める支払順位に従い、全ての種類の株主に対する利益配当金に先

立って支払われるものとする。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式  204,400,000 

 第1回A種優先株式 11,500,000 

 第1回B種優先株式 10,100,000 

 第1回C種優先株式 4,000,000 

計 230,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数（株） 

（平成17年9月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 159,073,628 161,755,628 ジャスダック証券取引所 （注2） 

 第1回A種優先株式 11,500,000 11,500,000 非上場・非登録 （注3） 

 第1回B種優先株式 10,100,000 10,100,000 非上場・非登録 （注4） 

 第1回C種優先株式 4,000,000 4,000,000 非上場・非登録 （注5） 

計 184,673,628 187,355,628 － － 



(5) 非参加条項 

第1回A種優先株主又は第1回A種優先登録質権者に対しては、第1回A種優先配当金を超えて配当は行わない。

2. 残余財産の分配 

当社の残余財産の分配をするときは、第1回A種優先株主又は第1回A種優先登録質権者に対し、普通株主及び普

通登録質権者に先立ち、かつ下記9.(4)の定める支払順位に従い、第1回A種優先株式１株につき第1回A種優先

株式の発行価額（1,000円）に第1回A種累積未払配当金相当額及び1株につき残余財産の分配日の属する営業年

度における第1回A種優先配当金の額を残余財産の分配日の属する営業年度の初日から残余財産の分配日までの

日数（初日及び分配日を含む。）で日割り計算した額（円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨

五入する。）を加えた金額を支払う。但し、当該営業年度において第1回A種優先中間配当金を支払ったとき

は、その額を控除した額を支払うものとする。 

第1回A種優先株主又は第1回A種優先登録質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

3. 株主との合意による取得 

当社は、全てのB種優先株式及びC種優先株式が転換、償還又は当社に取得されるまでの間、第1回A種優先株主

との合意により当該第1回A種優先株式を有償で取得することはできない。また、当社は、法令に定めある場合

を除き、全てのA種優先株式が転換、償還又は当社に取得されるまでの間、普通株主との合意により普通株式

を有償で取得することはできない。なお、当社が第1回A種優先株式を有償で取得する場合において、第1回A種

優先株式以外の株式の株主は、当社に対して自己の保有する第1回A種優先株式以外の株式の取得を求めること

はできない。 

4. 強制償還 

当社は、全てのB種優先株式及びC種優先株式が転換、償還又は当社に取得された後は、いつでも第1回A種優先

株主の意思にかかわらず第1回A種優先株式の全部又は一部を償還することができる。一部償還の場合は、抽

選、各A種優先株主の保有するA種優先株式の数に応じた按分比例その他の方法により行う。償還価額は、1株

につき下記に定める金額に、第1回A種累積未払配当金相当額及び償還日の属する営業年度における第1回A種優

先配当金の額を償還日の属する営業年度の初日から償還日（初日及び償還日を含む。）までの日数で日割り計

算した額（円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。）を加算した額とする。但し、当

該営業年度において第1回A種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した金額とする。 

  平成18年6月29日まで 1,030円（発行価額の103％） 

  平成19年6月29日まで 1,020円（発行価額の102％） 

  平成20年6月29日まで 1,010円（発行価額の101％） 

  平成20年6月30日以降 1,000円 

5. 議決権 

第1回A種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。 

6. 株式の併合又は分割、新株引受権等の付与 

当社は、法令に定める場合を除き、第1回A種優先株式について株式の併合又は分割は行わない。当社は、第1

回A種優先株主には、新株引受権又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の引受権を与えない。 



7. 普通株式への転換予約権 

第1回A種優先株主は、下記(1)の定める転換を請求し得べき期間中、下記(2)の定める転換の条件で、第1回A種

優先株式の普通株式への転換を請求することができる。 

(1) 転換を請求し得べき期間 

平成27年6月30日以降の毎月10日（当該日が営業日でない場合は翌営業日）とする。 

(2) 転換の条件 

第1回A種優先株式は、1株につき下記(イ)乃至(ハ)に定める転換価額により、当社の普通株式に転換するこ

とができる。 

(イ) 当初転換価額 

374円30銭 

(ロ) 転換価額の修正 

転換価額は、平成27年6月30日以後、毎月8日（当該日が営業日でない場合は翌営業日）（以下「転換価額

修正日」という。）に、各転換価額修正日に先立つ45取引日（以下「取引日」というときは終値（気配表

示を含む。）のない日を除く。）目に始まる30取引日（以下それぞれ「時価算定期間」という。）の上場

証券取引所（但し、当社の普通株式にかかる株券の上場する証券取引所が複数の場合は、当該期間におけ

る当社普通株式の出来高、値付率等を考慮して最も適切と判断される主たる証券取引所をいう。以下同

じ。）における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値の90％に相当する

金額に修正される（修正後転換価額は円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。な

お、上記の時価算定期間内に、下記(ハ)で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値は、

下記(ハ)に準じて取締役会の決議により客観的に合理的な値に調整される。）。但し、上記計算の結果、

修正後転換価額が当初転換価額の70％に相当する金額（円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を

四捨五入する。以下「下限転換価額」という。但し、下記(ハ)により調整される。）を下回る場合には下

限転換価額をもって修正後転換価額とする。 

(ハ) 転換価額の調整 

① 転換価額は、第1回A種優先株式の発行日以降、下記②に掲げる各事由により、次の算式（以下「転換価額

調整式」という。）に従って調整される。 

  

  

② 転換価額調整式により第1回A種優先株式の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時

期については、次に定めるところによる。 

(ⅰ) 下記⑤(ⅱ)に定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行又は当社の

有する当社の普通株式を処分する場合（但し、当社の普通株式に転換される証券若しくは転換でき

る証券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権の転換又は行使による場合及び平成17年

6月30日のUnison Capital PartnersⅡ,L.P.、Unison Capital PartnersⅡ(F),L.P.及び UC Astro 

Investor,L.P.に対する当社普通株式の発行を除く。）。調整後の転換価額は、払込期日の翌日以

降、又は募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

(ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合。 

調整後の転換価額は、株式の分割のための割当期日の翌日以降これを適用する。但し、株主総会に

おける決議を条件として株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該

株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための割当期日とする場合には、調整後の転換価額

は、当該決議をした株主総会の終結の翌日以降、これを適用する。 

なお、上記但し書において、株式の分割のための割当期日の翌日から当該株主総会の終結の日まで

に転換をなした者に対しては、次の算出方法により、当社の普通株式を新たに発行する。 

  

  

この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

       新発行・処分
× 

1株当たりの 

     既発行 
＋ 

普通株式数 発行・処分価額

調整後 
＝ 

調整前 
× 
普通株式数 1株当たりの時価  

転換価格  転換価格 既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数  

   
(調整前転換価額－調整後転換価額) × 

調整前転換価額をもって転換により 

株式数 ＝ 
当該期間内に発行された株式数 

調整後転換価額 



(ⅲ) 転換又は権利行使により発行される普通株式1株当たりの発行価額が、下記⑤(ⅱ)に定める時価を

下回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式

の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債を発行する場合（但し、平成17年6月30

日の当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権の発行を除く。）。 

調整後の転換価額は、発行される証券又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の全てが当初の転

換価額で転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出

するものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日以降これを適用

する。但し、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用す

る。 

(ⅳ) 当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を請求できる

新株予約権若しくは新株予約権付社債であって、転換価額又は行使価額が発行日に決定されておら

ず発行日以降の一定の日（以下「価額決定日」という。）の時価を基準として決定されるものを発

行した場合において、決定された転換価額又は権利行使により発行される普通株式1株当たりの発

行価額が下記⑤(ⅱ)に定める時価を下回る場合。 

調整後の転換価額は、当該価額決定日の時点で残存する証券又は新株予約権若しくは新株予約権付

社債の全てが転換され又は行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出するものと

し、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。 

③ 当社は、上記②に定める転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会の決

議により客観的に合理的な転換価額の調整を行うものとする。 

(ⅰ) 株式の併合、資本の減少、会社分割、又は合併等のために転換価額の調整を必要とするとき。 

(ⅱ) その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要と

するとき。 

(ⅲ) 転換価額を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

④ 転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が1円未満にとどまる限

りは、転換価額の調整は行わない。但し、この差額相当額は、その後転換価額の調整を必要とする事由が

発生した場合に算出される調整後の転換価額にそのつど算入する。 

⑤  (ⅰ) 転換価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五

入する。 

(ⅱ) 転換価額調整式に使用する時価は、調整後転換価額を適用する日（但し、上記②(ⅱ)但し書きの場

合には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の上場証券取引所における当社の普通株

式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値とし、その計算は円位未満小数第2位ま

で算出し、その小数第2位を四捨五入する。 

(ⅲ) 転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換

価額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、割当期日がある場合はその日、

又は割当期日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通

株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式数を控除した数とする。 

(ニ) 転換により発行すべき普通株式数 

第1回A種優先株式の転換により発行すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。 

8. 期中転換があった場合の取扱い 

第1回A種優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金又は中間配当金は、転換の請求

が4月1日から9月30日までになされたときには4月1日に、10月1日から翌年3月31日までになされたときは10月1

日に、それぞれ転換があったものとみなしてこれを支払う。 

9. 優先順位 

(1) A種優先配当金、B種優先配当金及びC種優先配当金の支払順位は、B種優先配当金を第1順位とし、A種優先配

当金及びC種優先配当金を第2順位（それらの間では同順位）とする。 

(2) A種優先中間配当金、B種優先中間配当金及びC種優先中間配当金の支払順位は、B種優先中間配当金を第1順

位とし、A種優先中間配当金及びC種優先中間配当金を第2順位（それらの間では同順位）とする。 

   第1回A種優先株主が転換請求  当該転換請求された第1回

    のために提出した第1回A種 ＋ A種優先株式の第1回A種 

転換により発行 
＝ 

優先株式の発行価額の総額  累積未払配当金の総額 

すべき普通株式数 転換価額 



(3) A種累積未払配当金、B種累積未払配当金及びC種累積未払配当金の支払順位は、B種累積未払配当金を第1順

位とし、A種累積未払配当金及びC種累積未払配当金を第2順位（それらの間では同順位）とする。 

(4) A種優先株式、B種優先株式及びC種優先株式に対する残余財産の分配の支払順位は、B種優先株式にかかる残

余財産の分配の支払を第1順位とし、A種優先株式及びC種優先株式にかかる残余財産の分配の支払を第2順位

（それらの間では同順位）とする。 

10. 上記各項のほか、第1回A種優先株式発行要項は各種の法令に基づく必要手続の効力発生を要件とする。 

（注4）第1回B種優先株式の内容は、次のとおりであります。 

1．優先配当金 

(1) 第1回B種優先配当金 

当社は、利益配当を行うときは、第1回B種優先株式を有する株主（以下「第1回B種優先株主」という。）又

は第1回B種優先株式の登録質権者（以下「第1回B種優先登録質権者」という。）に対し、普通株式を有する

株主（以下「普通株主」という。）及び普通株式の登録質権者（以下「普通登録質権者」という。）に先立

ち、かつ下記9.(1)の定める支払順位に従い、第1回B種優先株式1株につき下記(2)に定める額の利益配当金

（以下「第1回B種優先配当金」という。）を支払う。但し、当該営業年度において下記(3)に定める金額の

優先中間配当金（以下「第1回B種優先中間配当金」という。）を支払ったときは、当該第1回B種優先中間配

当金を控除した額とし、これに優先して支払われる第1回B種累積未払配当金は控除しないものとする。 

(2) 第1回B種優先配当金の額 

第1回B種優先配当金の額は、第1回B種優先株式の発行価額（1,000円）に、それぞれの営業年度毎に4.0%を

乗じて算出した額とする。 

(3) 第1回B種優先中間配当金 

当社は、中間配当を行うときは、第1回B種優先株主又は第1回B種優先登録質権者に対し、普通株主及び普通

登録質権者に先立ち、かつ下記9.(2)の定める支払順位に従い、上記(2)に定める額の2分の1を限度（かかる

限度額からは、これに優先して支払われる第1回B種累積未払配当金は控除しない。）として、取締役会の決

議で定める第1回B種優先中間配当金を支払うものとする。 

(4) 累積条項 

ある営業年度において第1回B種優先株主又は第1回B種優先登録質権者に対して支払う1株当たり利益配当金

（中間配当金を含む。）の額が上記(2)に定める第1回B種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は

翌営業年度以降に累積するものとする（以下「第1回B種累積未払配当金」という。）。第1回B種累積未払配

当金は、翌営業年度以降、下記9.(3)の定める支払順位に従い、全ての種類の株主に対する利益配当金に先

立って支払われるものとする。 

(5) 非参加条項 

第1回B種優先株主又は第1回B種優先登録質権者に対しては、第1回B種優先配当金を超えて配当は行わない。

2. 残余財産の分配 

当社の残余財産の分配をするときは、第1回B種優先株主又は第1回B種優先登録質権者に対し、普通株主及び普

通登録質権者に先立ち、かつ下記9.(4)の定める支払順位に従い、第1回B種優先株式１株につき第1回B種優先

株式の発行価額（1,000円）に第1回B種累積未払配当金相当額及び1株につき残余財産の分配日の属する営業年

度における第1回B種優先配当金の額を残余財産の分配日の属する営業年度の初日から残余財産の分配日までの

日数（初日及び分配日を含む。）で日割り計算した額（円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨

五入する。）を加えた金額を支払う。但し、当該営業年度において第1回B種優先中間配当金を支払ったとき

は、その額を控除した額を支払うものとする。 

第1回B種優先株主又は第1回B種優先登録質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

3. 株主との合意による取得 

当社は、全てのC種優先株式が転換、償還又は当社に取得されるまでの間、第1回B種優先株主との合意により

当該第1回B種優先株式を有償で取得することはできない。また、当社は、法令に定めある場合を除き、全ての

B種優先株式が転換、償還又は当社に取得されるまでの間、普通株主との合意により普通株式を有償で取得す

ることはできない。なお、当社が第1回B種優先株式を有償で取得する場合において、第1回B種優先株式以外の

株式の株主は、当社に対して自己の保有する第1回B種優先株式以外の株式の取得を求めることはできない。 

4. 強制償還 

当社は、全てのC種優先株式が転換、償還又は当社に取得された後は、いつでも第1回B種優先株主の意思にか

かわらず第1回B種優先株式の全部又は一部を償還することができる。一部償還の場合は、抽選、各B種優先株

主の保有するB種優先株式の数に応じた按分比例その他の方法により行う。償還価額は、1株につき下記に定め

る金額に、第1回B種累積未払配当金相当額及び償還日の属する営業年度における第1回B種優先配当金の額を償



還日の属する営業年度の初日から償還日（初日及び償還日を含む。）までの日数で日割り計算した額（円位未

満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。）を加算した額とする。但し、当該営業年度におい

て第1回B種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した金額とする。 

  平成18年6月29日まで 1,030円（発行価額の103％） 

  平成19年6月29日まで 1,020円（発行価額の102％） 

  平成20年6月29日まで 1,010円（発行価額の101％） 

  平成20年6月30日以降 1,000円 

5. 議決権 

第1回B種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。 

6. 株式の併合又は分割、新株引受権等の付与 

当社は、法令に定める場合を除き、第1回B種優先株式について株式の併合又は分割は行わない。当社は、第1

回B種優先株主には、新株引受権又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の引受権を与えない。 

7. 普通株式への転換予約権 

第1回B種優先株主は、下記(1)の定める転換を請求し得べき期間中、下記(2)の定める転換の条件で、第1回B種

優先株式の普通株式への転換を請求することができる。 

(1) 転換を請求し得べき期間 

平成24年6月30日以降の毎月10日（当該日が営業日でない場合は翌営業日）とする。 

(2) 転換の条件 

第1回B種優先株式は、1株につき下記(イ)乃至(ハ)に定める転換価額により、当社の普通株式に転換するこ

とができる。 

(イ) 当初転換価額 

374円30銭 

(ロ) 転換価額の修正 

転換価額は、平成24年6月30日以後、毎月8日（当該日が営業日でない場合は翌営業日）（以下「転換価額

修正日」という。）に、各転換価額修正日に先立つ45取引日（以下「取引日」というときは終値（気配表

示を含む。）のない日を除く。）目に始まる30取引日（以下それぞれ「時価算定期間」という。）の上場

証券取引所（但し、当社の普通株式にかかる株券の上場する証券取引所が複数の場合は、当該期間におけ

る当社普通株式の出来高、値付率等を考慮して最も適切と判断される主たる証券取引所をいう。以下同

じ。）における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値の90％に相当する

金額に修正される（修正後転換価額は円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。な

お、上記の時価算定期間内に、下記(ハ)で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値は、

下記(ハ)に準じて取締役会の決議により客観的に合理的な値に調整される。）。但し、上記計算の結果、

修正後転換価額が当初転換価額の70％に相当する金額（円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を

四捨五入する。以下「下限転換価額」という。但し、下記(ハ)により調整される。）を下回る場合には下

限転換価額をもって修正後転換価額とする。 

(ハ) 転換価額の調整 

① 転換価額は、第1回B種優先株式の発行日以降、下記②に掲げる各事由により、次の算式（以下「転換価額

調整式」という。）に従って調整される。 

  

  

② 転換価額調整式により第1回B種優先株式の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時

期については、次に定めるところによる。 

(ⅰ) 下記⑤(ⅱ)に定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行又は当社の

有する当社の普通株式を処分する場合（但し、当社の普通株式に転換される証券若しくは転換でき

る証券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権の転換又は行使による場合及び平成17年

6月30日のUnison Capital PartnersⅡ,L.P.、Unison Capital PartnersⅡ(F),L.P.及び UC Astro 

Investor,L.P.に対する当社普通株式の発行を除く。）。調整後の転換価額は、払込期日の翌日以

降、又は募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

       新発行・処分
× 

1株当たりの 

     既発行 
＋ 

普通株式数 発行・処分価額

調整後 
＝ 

調整前 
× 
普通株式数 1株当たりの時価  

転換価格  転換価格 既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数  



(ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合。 

調整後の転換価額は、株式の分割のための割当期日の翌日以降これを適用する。但し、株主総会に

おける決議を条件として株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該

株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための割当期日とする場合には、調整後の転換価額

は、当該決議をした株主総会の終結の翌日以降、これを適用する。 

なお、上記但し書において、株式の分割のための割当期日の翌日から当該株主総会の終結の日まで

に転換をなした者に対しては、次の算出方法により、当社の普通株式を新たに発行する。 

  

この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

(ⅲ) 転換又は権利行使により発行される普通株式1株当たりの発行価額が、下記⑤(ⅱ)に定める時価を

下回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式

の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債を発行する場合（但し、平成17年6月30

日の当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権の発行を除く。）。 

調整後の転換価額は、発行される証券又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の全てが当初の転

換価額で転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出

するものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日以降これを適用

する。但し、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用す

る。 

(ⅳ) 当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を請求できる

新株予約権若しくは新株予約権付社債であって、転換価額又は行使価額が発行日に決定されておら

ず発行日以降の一定の日（以下「価額決定日」という。）の時価を基準として決定されるものを発

行した場合において、決定された転換価額又は権利行使により発行される普通株式1株当たりの発

行価額が下記⑤(ⅱ)に定める時価を下回る場合。 

調整後の転換価額は、当該価額決定日の時点で残存する証券又は新株予約権若しくは新株予約権付

社債の全てが転換され又は行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出するものと

し、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。 

③ 当社は、上記②に定める転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会の決

議により客観的に合理的な転換価額の調整を行うものとする。 

(ⅰ) 株式の併合、資本の減少、会社分割、又は合併等のために転換価額の調整を必要とするとき。 

(ⅱ) その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要と

するとき。 

(ⅲ) 転換価額を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

④ 転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が1円未満にとどまる限

りは、転換価額の調整は行わない。但し、この差額相当額は、その後転換価額の調整を必要とする事由が

発生した場合に算出される調整後の転換価額にそのつど算入する。 

⑤  (ⅰ) 転換価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五

入する。 

(ⅱ) 転換価額調整式に使用する時価は、調整後転換価額を適用する日（但し、上記②(ⅱ)但し書きの場

合には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の上場証券取引所における当社の普通株

式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値とし、その計算は円位未満小数第2位ま

で算出し、その小数第2位を四捨五入する。 

(ⅲ) 転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換

価額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、割当期日がある場合はその日、

又は割当期日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通

株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式数を控除した数とする。 

   
(調整前転換価額－調整後転換価額) × 

調整前転換価額をもって転換により 

株式数 ＝ 
当該期間内に発行された株式数 

調整後転換価額 



(ニ) 転換により発行すべき普通株式数 

第1回B種優先株式の転換により発行すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。 

  

  

8. 期中転換があった場合の取扱い 

第1回B種優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金又は中間配当金は、転換の請求

が4月1日から9月30日までになされたときには4月1日に、10月1日から翌年3月31日までになされたときは10月1

日に、それぞれ転換があったものとみなしてこれを支払う。 

9. 優先順位 

(1) A種優先配当金、B種優先配当金及びC種優先配当金の支払順位は、B種優先配当金を第1順位とし、A種優先配

当金及びC種優先配当金を第2順位（それらの間では同順位）とする。 

(2) A種優先中間配当金、B種優先中間配当金及びC種優先中間配当金の支払順位は、B種優先中間配当金を第1順

位とし、A種優先中間配当金及びC種優先中間配当金を第2順位（それらの間では同順位）とする。 

(3) A種累積未払配当金、B種累積未払配当金及びC種累積未払配当金の支払順位は、B種累積未払配当金を第1順

位とし、A種累積未払配当金及びC種累積未払配当金を第2順位（それらの間では同順位）とする。 

(4) A種優先株式、B種優先株式及びC種優先株式に対する残余財産の分配の支払順位は、B種優先株式にかかる残

余財産の分配の支払を第1順位とし、A種優先株式及びC種優先株式にかかる残余財産の分配の支払を第2順位

（それらの間では同順位）とする。 

10. 上記各項のほか、第1回B種優先株式発行要項は各種の法令に基づく必要手続の効力発生を要件とする。 

（注5）第1回C種優先株式の内容は、次のとおりであります。 

1．優先配当金 

(1) 第1回C種優先配当金 

当社は、利益配当を行うときは、第1回C種優先株式を有する株主（以下「第1回C種優先株主」という。）又

は第1回C種優先株式の登録質権者（以下「第1回C種優先登録質権者」という。）に対し、普通株式を有する

株主（以下「普通株主」という。）及び普通株式の登録質権者（以下「普通登録質権者」という。）に先立

ち、かつ下記10.(1)の定める支払順位に従い、第1回C種優先株式1株につき下記(2)に定める額の利益配当金

（以下「第1回C種優先配当金」という。）を支払う。但し、当該営業年度において下記(3)に定める金額の

優先中間配当金（以下「第1回C種優先中間配当金」という。）を支払ったときは、当該第1回C種優先中間配

当金を控除した額とし、これに優先して支払われる第1回C種累積未払配当金は控除しないものとする。 

(2) 第1回C種優先配当金の額 

第1回C種優先配当金の額は、第1回C種優先株式の発行価額（1,000円）に、それぞれの営業年度毎に7.0%を

乗じて算出した額とする。 

(3) 第1回C種優先中間配当金 

当社は、中間配当を行うときは、第1回C種優先株主又は第1回A種優先登録質権者に対し、普通株主及び普通

登録質権者に先立ち、かつ下記10.(2)の定める支払順位に従い、上記(2)に定める額の2分の1を限度（かか

る限度額からは、これに優先して支払われる第1回B種累積未払配当金は控除しない。）として、取締役会の

決議で定める第1回C種優先中間配当金を支払うものとする。 

(4) 累積条項 

ある営業年度において第1回C種優先株主又は第1回C種優先登録質権者に対して支払う1株当たり利益配当金

（中間配当金を含む。）の額が上記(2)に定める第1回C種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は

翌営業年度以降に累積するものとする（以下「第1回C種累積未払配当金」という。）。第1回C種累積未払配

当金は、翌営業年度以降、下記10.(3)の定める支払順位に従い、全ての種類の株主に対する利益配当金に先

立って支払われるものとする。 

(5) 非参加条項 

第1回C種優先株主又は第1回C種優先登録質権者に対しては、第1回C種優先配当金を超えて配当は行わない。

2. 残余財産の分配 

当社の残余財産の分配をするときは、第1回C種優先株主又は第1回C種優先登録質権者に対し、普通株主及び普

通登録質権者に先立ち、かつ下記10.(4)の定める支払順位に従い、第1回C種優先株式１株につき第1回C種優先

株式の発行価額（1,000円）に第1回C種累積未払配当金相当額及び1株につき残余財産の分配日の属する営業年

   第1回B種優先株主が転換請求  当該転換請求された第1回

    のために提出した第1回B種 ＋ B種優先株式の第1回B種 

転換により発行 
＝ 

優先株式の発行価額の総額  累積未払配当金の総額 

すべき普通株式数 転換価額 



度における第1回C種優先配当金の額を残余財産の分配日の属する営業年度の初日から残余財産の分配日までの

日数（初日及び分配日を含む。）で日割り計算した額（円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨

五入する。）を加えた金額を支払う。但し、当該営業年度において第1回C種優先中間配当金を支払ったとき

は、その額を控除した額を支払うものとする。 

第1回C種優先株主又は第1回C種優先登録質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

3. 株主との合意による取得 

当社は、いつでも第1回C種優先株主との合意により当該第1回C種優先株式を有償で取得することはできない。

また、当社は、法令に定めある場合を除き、全てのC種優先株式が転換、償還又は当社に取得されるまでの

間、普通株主との合意により普通株式を有償で取得することはできない。なお、当社が第1回C種優先株式を有

償で取得する場合において、第1回C種優先株式以外の株式の株主は、当社に対して自己の保有する第1回C種優

先株式以外の株式の取得を求めることはできない。 

4. 強制償還 

当社は、いつでも第1回C種優先株主の意思にかかわらず第1回C種優先株式の全部又は一部を償還することがで

きる。一部償還の場合は、抽選、各C種優先株主の保有するC種優先株式の数に応じた按分比例その他の方法に

より行う。償還価額は、1株につき1,000円（発行価格）に、第1回C種累積未払配当金相当額及び償還日の属す

る営業年度における第1回C種優先配当金の額を償還日の属する営業年度の初日から償還日（初日及び償還日を

含む。）までの日数で日割り計算した額（円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。）

を加算した額とする。但し、当該営業年度において第1回C種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除

した金額とする。 

5. 第1回C種優先株主による償還請求権 

(1) 第1回C種優先株主は、平成18年7月10日以降、毎年7月10日（当該日が営業日でない場合は翌営業日）から7

月17日（当該日が営業日でない場合は翌営業日）まで並びに翌年1月10日（当該日が営業日でない場合は翌

営業日）から1月17日（当該日が営業日でない場合は翌営業日）までの各期間（以下「償還請求可能期間」

という。）において、当該償還請求がなされた時点における当社の公表済みの直近の単体貸借対照表または

単体中間貸借対照表における純資産の額から、当該償還請求がなされた営業年度につき支払うべきA種優先

配当金、B種優先配当金及びC種優先配当金の合計額並びにC種優先株式の任意買入または強制償還を既に行

ったか、行う決定を行った分の価額の合計額を控除した金額が100億円を上回る場合に限り、法律上可能な

限度で、かつ、当社の公表済みの直近の単体損益計算書における経常利益から当該償還請求がなされた営業

年度につき支払うべきA種優先配当金、B種優先配当金及びC種優先配当金の合計額並びに当該償還請求がな

された営業年度につきC種優先株式の任意買入または強制償還を既に行ったか、行う決定を行った分の価額

の合計額を控除した金額を限度として、その保有する第1回C種優先株式の全部又は一部の償還請求をするこ

とができ、当社は、償還請求可能期間満了の日から1ヵ月以内に、償還手続を行うものとする。償還価格

は、1株につき1,000円（発行価額）に、第1回C種累積未払配当金及び償還日の属する営業年度における第1

回C種優先配当金の額を償還日の属する営業年度の初日から償還日までの日数で日割り計算した額を加算し

た額とする。但し、当該営業年度において第1回C種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した金

額とする。 

(2) 前記限度額を超えてC種優先株主からの償還請求があった場合、償還の順位は、償還請求可能期間経過後に

おいて実施する抽選、各C種優先株主の請求があった株数に応じた案分比例その他の方法により決定する。 

6. 議決権 

第1回C種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。 

7. 株式の併合又は分割、新株引受権等の付与 

当社は、法令に定める場合を除き、第1回C種優先株式について株式の併合又は分割は行わない。当社は、第1

回C種優先株主には、新株引受権又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の引受権を与えない。 

8. 普通株式への転換予約権 

第1回C種優先株主は、下記(1)の定める転換を請求し得べき期間中、下記(2)の定める転換の条件で、第1回C種

優先株式の普通株式への転換を請求することができる。 

(1) 転換を請求し得べき期間 

平成22年6月30日以降の毎月10日（当該日が営業日でない場合は翌営業日）とする。 

(2) 転換の条件 

第1回C種優先株式は、1株につき下記(イ)乃至(ハ)に定める転換価額により、当社の普通株式に転換するこ

とができる。 



(イ) 当初転換価額 

374円30銭 

(ロ) 転換価額の修正 

転換価額は、平成22年6月30日以後、毎月8日（当該日が営業日でない場合は翌営業日）（以下「転換価額

修正日」という。）に、各転換価額修正日に先立つ45取引日（以下「取引日」というときは終値（気配表

示を含む。）のない日を除く。）目に始まる30取引日（以下それぞれ「時価算定期間」という。）の上場

証券取引所（但し、当社の普通株式にかかる株券の上場する証券取引所が複数の場合は、当該期間におけ

る当社普通株式の出来高、値付率等を考慮して最も適切と判断される主たる証券取引所をいう。以下同

じ。）における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値の90％に相当する

金額に修正される（修正後転換価額は円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。な

お、上記の時価算定期間内に、下記(ハ)で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値は、

下記(ハ)に準じて取締役会の決議により客観的に合理的な値に調整される。）。但し、上記計算の結果、

修正後転換価額が当初転換価額の70％に相当する金額（円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を

四捨五入する。以下「下限転換価額」という。但し、下記(ハ)により調整される。）を下回る場合には下

限転換価額をもって修正後転換価額とする。 

(ハ) 転換価額の調整 

① 転換価額は、第1回C種優先株式の発行日以降、下記②に掲げる各事由により、次の算式（以下「転換価額

調整式」という。）に従って調整される。 

  

  

② 転換価額調整式により第1回C種優先株式の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時

期については、次に定めるところによる。 

(ⅰ) 下記⑤(ⅱ)に定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行又は当社の

有する当社の普通株式を処分する場合（但し、当社の普通株式に転換される証券若しくは転換でき

る証券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権の転換又は行使による場合及び平成17年

6月30日のUnison Capital PartnersⅡ,L.P.、Unison Capital PartnersⅡ(F),L.P.及び UC Astro 

Investor,L.P.に対する当社普通株式の発行を除く。）。調整後の転換価額は、払込期日の翌日以

降、又は募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

(ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合。 

調整後の転換価額は、株式の分割のための割当期日の翌日以降これを適用する。但し、株主総会に

おける決議を条件として株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該

株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための割当期日とする場合には、調整後の転換価額

は、当該決議をした株主総会の終結の翌日以降、これを適用する。 

なお、上記但し書において、株式の分割のための割当期日の翌日から当該株主総会の終結の日まで

に転換をなした者に対しては、次の算出方法により、当社の普通株式を新たに発行する。 

  

  

この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

(ⅲ) 転換又は権利行使により発行される普通株式1株当たりの発行価額が、下記⑤(ⅱ)に定める時価を

下回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式

の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債を発行する場合（但し、平成17年6月30

日の当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権の発行を除く。）。 

調整後の転換価額は、発行される証券又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の全てが当初の転

換価額で転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出

するものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日以降これを適用

する。但し、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用す

る。 

       新発行・処分
× 

1株当たりの 

     既発行 
＋ 

普通株式数 発行・処分価額

調整後 
＝ 

調整前 
× 
普通株式数 1株当たりの時価  

転換価格  転換価格 既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数  

   
(調整前転換価額－調整後転換価額) × 

調整前転換価額をもって転換により 

株式数 ＝ 
当該期間内に発行された株式数 

調整後転換価額 



(ⅳ) 当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を請求できる

新株予約権若しくは新株予約権付社債であって、転換価額又は行使価額が発行日に決定されておら

ず発行日以降の一定の日（以下「価額決定日」という。）の時価を基準として決定されるものを発

行した場合において、決定された転換価額又は権利行使により発行される普通株式1株当たりの発

行価額が下記⑤(ⅱ)に定める時価を下回る場合。 

調整後の転換価額は、当該価額決定日の時点で残存する証券又は新株予約権若しくは新株予約権付

社債の全てが転換され又は行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出するものと

し、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。 

③ 当社は、上記②に定める転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会の決

議により客観的に合理的な転換価額の調整を行うものとする。 

(ⅰ) 株式の併合、資本の減少、会社分割、又は合併等のために転換価額の調整を必要とするとき。 

(ⅱ) その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要と

するとき。 

(ⅲ) 転換価額を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

④ 転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が1円未満にとどまる限

りは、転換価額の調整は行わない。但し、この差額相当額は、その後転換価額の調整を必要とする事由が

発生した場合に算出される調整後の転換価額にそのつど算入する。 

⑤  (ⅰ) 転換価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五

入する。 

(ⅱ) 転換価額調整式に使用する時価は、調整後転換価額を適用する日（但し、上記②(ⅱ)但し書きの場

合には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の上場証券取引所における当社の普通株

式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値とし、その計算は円位未満小数第2位ま

で算出し、その小数第2位を四捨五入する。 

(ⅲ) 転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換

価額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、割当期日がある場合はその日、

又は割当期日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通

株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式数を控除した数とする。 

(ニ) 転換により発行すべき普通株式数 

第1回C種優先株式の転換により発行すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。 

  

  

9. 期中転換があった場合の取扱い 

第1回C種優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金又は中間配当金は、転換の請求

が4月1日から9月30日までになされたときには4月1日に、10月1日から翌年3月31日までになされたときは10月1

日に、それぞれ転換があったものとみなしてこれを支払う。 

10. 優先順位 

(1) A種優先配当金、B種優先配当金及びC種優先配当金の支払順位は、B種優先配当金を第1順位とし、A種優先

配当金及びC種優先配当金を第2順位（それらの間では同順位）とする。 

(2) A種優先中間配当金、B種優先中間配当金及びC種優先中間配当金の支払順位は、B種優先中間配当金を第1順

位とし、A種優先中間配当金及びC種優先中間配当金を第2順位（それらの間では同順位）とする。 

(3) A種累積未払配当金、B種累積未払配当金及びC種累積未払配当金の支払順位は、B種累積未払配当金を第1順

位とし、A種累積未払配当金及びC種累積未払配当金を第2順位（それらの間では同順位）とする。 

(4) A種優先株式、B種優先株式及びC種優先株式に対する残余財産の分配の支払順位は、B種優先株式にかかる

残余財産の分配の支払を第1順位とし、A種優先株式及びC種優先株式にかかる残余財産の分配の支払を第2

順位（それらの間では同順位）とする。 

11. 上記各項のほか、第1回C種優先株式発行要項は各種の法令に基づく必要手続の効力発生を要件とする。 

   第1回C種優先株主が転換請求  当該転換請求された第1回

    のために提出した第1回C種 ＋ C種優先株式の第1回C種 

転換により発行 
＝ 

優先株式の発行価額の総額  累積未払配当金の総額 

すべき普通株式数 転換価額 



(2)【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権に関する事項は次のとおりであります。 

第1回新株予約権（平成17年6月29日定時株主総会決議） 

（注1）各本件新株予約権の目的となる株式数（以下、「付与株式数」という。）は新株予約権1個につき、1,000株

とする。また、付与株式数の調整につきましては、次のとおりであります。 

① 付与株式数は、本件新株予約権の発行日以降、下記②に掲げる各事由により、次の算式（以下、「付与株式

数調整式」という。）に従って調整され、本件新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当

該時点で行使又は消却されていない本件新株予約権（自己新株予約権を除く）の総数を乗じた数とする。 

この場合に、1株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。上記算式

における調整前払込価額及び調整後払込価額は、下記（注2）における調整前払込価額及び調整後払

込価額をいう。 

② 付与株式数調整式により本件新株予約権の付与株式数の調整を行う場合については、次に定めるところによ

る。なお、当該調整後付与株式数を適用する日については、下記（注2）の規定を準用する。 

(ⅰ) 下記（注2）⑤(ⅱ)に定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行又は当社

の有する当社の普通株式を処分する場合（但し、当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証

券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権の転換又は行使による場合及び平成17年6月30日の

Unison Capital PartnersⅡ,L.P.、Unison Capital PartnersⅡ(F),L.P.及びUC Astro Investor,L.P.に

対する当社普通株式の発行を除く。）。 

(ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合。 

(ⅲ) 転換又は権利行使により発行される普通株式1株当たりの発行価額が下記（注2）⑤(ⅱ)に定める時価を下

回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を

請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債を発行する場合。 

(ⅳ) 当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予

約権若しくは新株予約権付社債であって、転換価額又は行使価額が発行日に決定されておらず発行日以降

の一定の日（以下、「価額決定日」という。）の時価を基準として決定されるものを発行した場合におい

て、決定された転換価額又は権利行使により発行される普通株式1株当たりの発行価額が下記（注2）⑤

(ⅱ)に定める時価を下回る場合。 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年9月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数 8,860個 7,406個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（注1） 8,860,000株 7,406,000株 

新株予約権の行使時の払込金額（注2） 新株予約権1個につき  140,000円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年9月30日 

至 平成27年6月29日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 

資本組入額 

1株につき 140円 

1株につき  70円 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各本件新株予約権の一部行使は

できないこととする。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本件新株予約権を譲渡するとき

は、当社取締役会の承認を要す

るものとする。 

同左 

 調整後付与株式数 ＝ 
調整前付与株式数 × 調整前払込価額 

調整後払込価額 



③ 当社は、上記②に定める付与株式数の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会の決

議により客観的に合理的な付与株式数の調整を行うものとする。 

(ⅰ) 株式の併合、資本の減少、会社分割、又は合併等のために付与株式数の調整を必要とするとき。 

(ⅱ) その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により付与株式数の調整を必要とする

とき。 

(ⅲ) 付与株式数を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の付与株式数の算出

にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

④ 付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予

約権原簿に記載された各本件新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に通知する。た

だし、当該適用の日の前日までに通知を行うことができない場合には、以後速やかに通知するものとする。

（注2）各本件新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各本件新株予約権の行使により発行又は移転する株

式1株当たりの払込金額（以下、「払込価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。また、払込価

額の調整につきましては、次のとおりであります。 

① 払込価額は、本件新株予約権の発行日以降、下記②に掲げる各事由により、次の算式（以下、「払込価額調

整式」という。）に従って調整される。 

② 払込価額調整式により本件新株予約権の払込価額の調整を行う場合及びその調整後の払込価額の適用時期に

ついては、次に定めるところによる。 

(ⅰ) 下記⑤(ⅱ)に定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行又は当社の有する

当社の普通株式を処分する場合（但し、当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当

社の普通株式の交付を請求できる新株予約権の転換又は行使による場合及び平成17年6月30日の

Unison Capital PartnersⅡ,L.P.、Unison Capital PartnersⅡ(F),L.P.及び UC Astro Investor,L.P.に

対する当社普通株式の発行を除く。）。調整後の払込価額は、払込期日の翌日以降、又は募集のための株

主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

(ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合。 

調整後の払込価額は、株式の分割のための割当期日の翌日以降これを適用する。但し、株主総会における

決議を条件として株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該株主総会の終

結の日以前の日を株式の分割のための割当期日とする場合には、調整後の払込価額は、当該決議をした株

主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。 

なお、上記但し書において、株式の分割のための割当期日の翌日から当該株主総会の終結の日までに払込

をなした者に対しては、次の算出方法により、当社の普通株式を新たに発行する。 

この場合に、1株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

(ⅲ) 転換又は権利行使により発行される普通株式1株当たりの発行価額が下記⑤(ⅱ)に定める時価を下回る価

額をもって当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を請求で

きる新株予約権若しくは新株予約権付社債を発行する場合。 

調整後の払込価額は、発行される証券又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の全てが当初の転換価額

で転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして払込価額調整式を準用して算出するものと

し、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日以降これを適用する。但し、その

証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

           新発行・処分 
× 

1株当たりの 

        既発行普通 
＋ 

普通株式数 発行・処分価額 

調整後 
＝ 

調整前 
× 

株式数 1株当たりの時価 

払込価額 払込価額 既発行普通株式数 ＋ 新発行・処分普通株式数 

    
(調整前払込価額－調整後払込価額) × 

調整前払込価額をもって払込によ 

株式数 ＝ 
り当該期間内に発行された株式数 

調整後払込価額 



(ⅳ) 当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予

約権若しくは新株予約権付社債であって、転換価額又は行使価額が発行日に決定されておらず発行日以降

の一定の日（以下、「価額決定日」という。）の時価を基準として決定されるものを発行した場合におい

て、決定された転換価額又は権利行使により発行される普通株式1株当たりの発行価額が下記⑤(ⅱ)に定

める時価を下回る場合。 

調整後の払込価額は、当該価額決定日の時点で残存する証券又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の

全てが転換され又は行使されたものとみなして払込価額調整式を準用して算出するものとし、当該価額決

定日の翌日以降これを適用する。 

③ 当社は、上記②に定める払込価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会の決議

により客観的に合理的な払込価額の調整を行うものとする。 

(ⅰ) 株式の併合、資本の減少、会社分割、又は合併等のために払込価額の調整を必要とするとき。 

(ⅱ) その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により払込価額の調整を必要とすると

き。 

(ⅲ) 払込価額を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の払込価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

④ 払込価額調整式により算出された調整後の払込価額と調整前の払込価額との差額が1円未満にとどまる限り

は、払込価額の調整は行わない。但し、この差額相当額は、その後払込価額の調整を必要とする事由が発生

した場合に算出される調整後の払込価額にそのつど算入する。 

⑤ (ⅰ) 払込価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入

する。 

(ⅱ) 払込価額調整式に使用する時価は、調整後払込価額を適用する日（但し、上記②(ⅱ)但し書の場合に

は株主割当日）に先立つ45取引日（以下「取引日」というときは終値（気配表示を含む。）のない日

を除く。）目に始まる30取引日の上場証券取引所（但し、当社の普通株式にかかる株券の上場する証

券取引所が複数の場合は、当該期間における当社普通株式の出来高、値付率等を考慮して最も適切と

判断される主たる証券取引所をいう。）における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示

を含む。）の平均値とし、その計算は円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入す

る。 

(ⅲ) 払込価額調整式に使用する調整前払込価額は、調整後払込価額を適用する前日において有効な払込価

額とし、また、払込価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、又

は株主割当日がない場合は調整後払込価額を適用する日の1ヶ月前の日における当社の発行済普通株式

数から、当該日における当社の有する当社普通株式数を控除した数とする。 

⑥ 払込価額の調整を行うときは、当社は調整後の払込価額が適用される日の前日までに、必要な事項を新株予

約権原簿に記載された各新株予約権者に通知する。但し、当該調整後払込価額適用日の前日までに通知を行

うことができない場合には、以後速やかに通知するものとする。 



第2回新株予約権（平成17年6月29日定時株主総会決議） 

（注1）各本件新株予約権の目的となる株式数（以下、「付与株式数」という。）は新株予約権1個につき、1,000株

とする。また、付与株式数の調整につきましては、次のとおりであります。 

① 付与株式数は、本件新株予約権の発行日以降、下記②に掲げる各事由により、次の算式（以下、「付与株式

数調整式」という。）に従って調整され、本件新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当

該時点で行使又は消却されていない本件新株予約権（自己新株予約権を除く）の総数を乗じた数とする。 

この場合に、1株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。上記算式

における調整前払込価額及び調整後払込価額は、下記（注2）における調整前払込価額及び調整後払

込価額をいう。 

② 付与株式数調整式により本件新株予約権の付与株式数の調整を行う場合については、次に定めるところによ

る。なお、当該調整後付与株式数を適用する日については、下記（注2）の規定を準用する。 

(ⅰ) 下記（注2）⑤(ⅱ)に定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行又は当社

の有する当社の普通株式を処分する場合（但し、当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証

券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権の転換又は行使による場合及び平成17年6月30日の

Unison Capital PartnersⅡ,L.P.、Unison Capital PartnersⅡ(F),L.P.及びUC Astro Investor,L.P.に

対する当社普通株式の発行を除く。）。 

(ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合。 

(ⅲ) 転換又は権利行使により発行される普通株式1株当たりの発行価額が下記（注2）⑤(ⅱ)に定める時価を下

回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を

請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債を発行する場合。 

(ⅳ) 当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予

約権若しくは新株予約権付社債であって、転換価額又は行使価額が発行日に決定されておらず発行日以降

の一定の日（以下、「価額決定日」という。）の時価を基準として決定されるものを発行した場合におい

て、決定された転換価額又は権利行使により発行される普通株式1株当たりの発行価額が下記（注2）⑤

(ⅱ)に定める時価を下回る場合。 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年9月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数 4,696個 3,468個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（注1） 4,696,000株 3,468,000株 

新株予約権の行使時の払込金額（注2） 新株予約権1個につき  140,000円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年9月30日 

至 平成24年6月29日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 

資本組入額 

1株につき 140円 

1株につき  70円 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各本件新株予約権の一部行使は

できないこととする。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本件新株予約権を譲渡するとき

は、当社取締役会の承認を要す

るものとする。 

同左 

 調整後付与株式数 ＝ 
調整前付与株式数 × 調整前払込価額 

調整後払込価額 



③ 当社は、上記②に定める付与株式数の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会の決

議により客観的に合理的な付与株式数の調整を行うものとする。 

(ⅰ) 株式の併合、資本の減少、会社分割、又は合併等のために付与株式数の調整を必要とするとき。 

(ⅱ) その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により付与株式数の調整を必要とする

とき。 

(ⅲ) 付与株式数を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の付与株式数の算出

にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

④ 付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予

約権原簿に記載された各本件新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に通知する。た

だし、当該適用の日の前日までに通知を行うことができない場合には、以後速やかに通知するものとする。

（注2）各本件新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各本件新株予約権の行使により発行又は移転する株

式1株当たりの払込金額（以下、「払込価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。また、払込価

額の調整につきましては、次のとおりであります。 

① 払込価額は、本件新株予約権の発行日以降、下記②に掲げる各事由により、次の算式（以下、「払込価額調

整式」という。）に従って調整される。 

② 払込価額調整式により本件新株予約権の払込価額の調整を行う場合及びその調整後の払込価額の適用時期に

ついては、次に定めるところによる。 

(ⅰ) 下記⑤(ⅱ)に定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行又は当社の有する

当社の普通株式を処分する場合（但し、当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当

社の普通株式の交付を請求できる新株予約権の転換又は行使による場合及び平成17年6月30日の

Unison Capital PartnersⅡ,L.P.、Unison Capital PartnersⅡ(F),L.P.及び UC Astro Investor,L.P.に

対する当社普通株式の発行を除く。）。調整後の払込価額は、払込期日の翌日以降、又は募集のための株

主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

(ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合。 

調整後の払込価額は、株式の分割のための割当期日の翌日以降これを適用する。但し、株主総会における

決議を条件として株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該株主総会の終

結の日以前の日を株式の分割のための割当期日とする場合には、調整後の払込価額は、当該決議をした株

主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。 

なお、上記但し書において、株式の分割のための割当期日の翌日から当該株主総会の終結の日までに払込

をなした者に対しては、次の算出方法により、当社の普通株式を新たに発行する。 

この場合に、1株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

(ⅲ) 転換又は権利行使により発行される普通株式1株当たりの発行価額が下記⑤(ⅱ)に定める時価を下回る価

額をもって当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を請求で

きる新株予約権若しくは新株予約権付社債を発行する場合。 

調整後の払込価額は、発行される証券又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の全てが当初の転換価額

で転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして払込価額調整式を準用して算出するものと

し、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日以降これを適用する。但し、その

証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

           新発行・処分 
× 

1株当たりの 

        既発行普通 
＋ 

普通株式数 発行・処分価額 

調整後 
＝ 

調整前 
× 

株式数 1株当たりの時価 

払込価額 払込価額 既発行普通株式数 ＋ 新発行・処分普通株式数 

    
(調整前払込価額－調整後払込価額) × 

調整前払込価額をもって払込によ 

株式数 ＝ 
り当該期間内に発行された株式数 

調整後払込価額 



(ⅳ) 当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予

約権若しくは新株予約権付社債であって、転換価額又は行使価額が発行日に決定されておらず発行日以降

の一定の日（以下、「価額決定日」という。）の時価を基準として決定されるものを発行した場合におい

て、決定された転換価額又は権利行使により発行される普通株式1株当たりの発行価額が下記⑤(ⅱ)に定

める時価を下回る場合。 

調整後の払込価額は、当該価額決定日の時点で残存する証券又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の

全てが転換され又は行使されたものとみなして払込価額調整式を準用して算出するものとし、当該価額決

定日の翌日以降これを適用する。 

③ 当社は、上記②に定める払込価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会の決議

により客観的に合理的な払込価額の調整を行うものとする。 

(ⅰ) 株式の併合、資本の減少、会社分割、又は合併等のために払込価額の調整を必要とするとき。 

(ⅱ) その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により払込価額の調整を必要とすると

き。 

(ⅲ) 払込価額を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の払込価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

④ 払込価額調整式により算出された調整後の払込価額と調整前の払込価額との差額が1円未満にとどまる限り

は、払込価額の調整は行わない。但し、この差額相当額は、その後払込価額の調整を必要とする事由が発生

した場合に算出される調整後の払込価額にそのつど算入する。 

⑤ (ⅰ) 払込価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入

する。 

(ⅱ) 払込価額調整式に使用する時価は、調整後払込価額を適用する日（但し、上記②(ⅱ)但し書の場合に

は株主割当日）に先立つ45取引日（以下「取引日」というときは終値（気配表示を含む。）のない日

を除く。）目に始まる30取引日の上場証券取引所（但し、当社の普通株式にかかる株券の上場する証

券取引所が複数の場合は、当該期間における当社普通株式の出来高、値付率等を考慮して最も適切と

判断される主たる証券取引所をいう。）における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示

を含む。）の平均値とし、その計算は円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入す

る。 

(ⅲ) 払込価額調整式に使用する調整前払込価額は、調整後払込価額を適用する前日において有効な払込価

額とし、また、払込価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、又

は株主割当日がない場合は調整後払込価額を適用する日の1ヶ月前の日における当社の発行済普通株式

数から、当該日における当社の有する当社普通株式数を控除した数とする。 

⑥ 払込価額の調整を行うときは、当社は調整後の払込価額が適用される日の前日までに、必要な事項を新株予

約権原簿に記載された各新株予約権者に通知する。但し、当該調整後払込価額適用日の前日までに通知を行

うことができない場合には、以後速やかに通知するものとする。 



② 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

第3回新株予約権（平成17年6月29日定時株主総会決議） 

（注1）各本件新株予約権の目的となる株式数（以下、「付与株式数」という。）は新株予約権1個につき、1,000株

とする。また、付与株式数の調整につきましては、次のとおりであります。 

新株予約権の発行日後、当社が当社普通株式につき株式の分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を

次の算式により調整し（1株未満の端数は切捨て）、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式

数に当該時点で行使又は消却されていない新株予約権（自己新株予約権を除く。）の総数を乗じた数とす

る。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときには、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調

整し、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消却されていない新株

予約権の総数を乗じた数とする。 

（注2）各本件新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各本件新株予約権の行使により発行又は移転する株

式1株当たりの払込金額（以下、「払込価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。また、払込価

額の調整につきましては、次のとおりであります。 

① 払込価額は、本件新株予約権の発行日以降、下記に掲げる各事由により、次の算式（以下、「払込価額調整

式」という。）に従って調整される。 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年9月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数 398個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（注1） 398,000株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（注2） 新株予約権1個につき  361,000円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年7月26日 

至 平成27年6月28日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 

資本組入額 

1株につき 361円 

1株につき 181円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①平成18年3月期に関する当社定

時株主総会の終結時点まで、

当社の取締役又は監査役の地

位を喪失していないこと。但

し、当社取締役会が、地位の

喪失にもかかわらず行使を認

める旨決定した場合を除く。 

同左 

②各本件新株予約権の一部行使

はできないこととする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本件新株予約権を譲渡するとき

は、当社取締役会の承認を要す

るものとする。 

同左 

           新発行・処分 
× 

1株当たりの 

        既発行普通 
＋ 

普通株式数 発行・処分価額 

調整後 
＝ 

調整前 
× 

株式数 1株当たりの時価 

払込価額 払込価額 既発行普通株式数 ＋ 新発行・処分普通株式数 



(ⅰ) 時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行又は当社の有する当社の普通株式を処

分する場合（但し、当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付

を請求できる新株予約権の転換又は行使による場合を除く。）。 

(ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合。 

(ⅲ) 転換又は権利行使により発行される普通株式1株当たりの発行価額が時価を下回る価額をもって当社の普

通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権若し

くは新株予約権付社債を発行する場合。調整後の払込価額は、発行される証券又は新株予約権若しくは新

株予約権付社債の全てが当初の転換価額で転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして払込

価額調整式を準用して算出するものとする。 

(ⅳ) 当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予

約権若しくは新株予約権付社債であって、転換価額又は行使価額が発行日に決定されておらず発効日以降

の一定の日の時価を基準として決定されるものを発行した場合において、決定された転換価額又は権利行

使により発行される普通株式1株当たりの発行価額が時価を下回る場合。 

② 当社は、上記①に定める払込価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会の決議

により客観的に合理的な払込価額の調整を行うものとする。 

(ⅰ) 株式の併合、資本の減少、会社分割、又は合併等のために払込価額の調整を必要とするとき。 

(ⅱ) その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により払込価額の調整を必要とすると

き。 

(ⅲ) 払込価額を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の払込価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

第4回新株予約権（平成17年6月29日定時株主総会決議） 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年9月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数 398個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（注1） 398,000株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（注2） 新株予約権1個につき  361,000円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年7月26日 

至 平成27年6月28日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 

資本組入額 

1株につき 361円 

1株につき 181円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①平成19年3月期に関する当社定

時株主総会の終結時点まで、

当社の取締役又は監査役の地

位を喪失していないこと。但

し、当社取締役会が、地位の

喪失にもかかわらず行使を認

める旨決定した場合を除く。 

同左 

②各本件新株予約権の一部行使

はできないこととする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本件新株予約権を譲渡するとき

は、当社取締役会の承認を要す

るものとする。 

同左 



（注1）各本件新株予約権の目的となる株式数（以下、「付与株式数」という。）は新株予約権1個につき、1,000株

とする。また、付与株式数の調整につきましては、次のとおりであります。 

新株予約権の発行日後、当社が当社普通株式につき株式の分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を

次の算式により調整し（1株未満の端数は切捨て）、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式

数に当該時点で行使又は消却されていない新株予約権（自己新株予約権を除く。）の総数を乗じた数とす

る。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときには、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調

整し、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消却されていない新株

予約権の総数を乗じた数とする。 

（注2）各本件新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各本件新株予約権の行使により発行又は移転する株

式1株当たりの払込金額（以下、「払込価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。また、払込価

額の調整につきましては、次のとおりであります。 

① 払込価額は、本件新株予約権の発行日以降、下記に掲げる各事由により、次の算式（以下、「払込価額調整

式」という。）に従って調整される。 

(ⅰ) 時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行又は当社の有する当社の普通株式を処

分する場合（但し、当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付

を請求できる新株予約権の転換又は行使による場合を除く。）。 

(ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合。 

(ⅲ) 転換又は権利行使により発行される普通株式1株当たりの発行価額が時価を下回る価額をもって当社の普

通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権若し

くは新株予約権付社債を発行する場合。調整後の払込価額は、発行される証券又は新株予約権若しくは新

株予約権付社債の全てが当初の転換価額で転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして払込

価額調整式を準用して算出するものとする。 

(ⅳ) 当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予

約権若しくは新株予約権付社債であって、転換価額又は行使価額が発行日に決定されておらず発効日以降

の一定の日の時価を基準として決定されるものを発行した場合において、決定された転換価額又は権利行

使により発行される普通株式1株当たりの発行価額が時価を下回る場合。 

② 当社は、上記①に定める払込価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会の決議

により客観的に合理的な払込価額の調整を行うものとする。 

(ⅰ) 株式の併合、資本の減少、会社分割、又は合併等のために払込価額の調整を必要とするとき。 

(ⅱ) その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により払込価額の調整を必要とすると

き。 

(ⅲ) 払込価額を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の払込価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

           新発行・処分 
× 

1株当たりの 

        既発行普通 
＋ 

普通株式数 発行・処分価額 

調整後 
＝ 

調整前 
× 

株式数 1株当たりの時価 

払込価額 払込価額 既発行普通株式数 ＋ 新発行・処分普通株式数 



第5回新株予約権（平成17年6月29日定時株主総会決議） 

（注1）各本件新株予約権の目的となる株式数（以下、「付与株式数」という。）は新株予約権1個につき、1,000株

とする。また、付与株式数の調整につきましては、次のとおりであります。 

新株予約権の発行日後、当社が当社普通株式につき株式の分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を

次の算式により調整し（1株未満の端数は切捨て）、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式

数に当該時点で行使又は消却されていない新株予約権（自己新株予約権を除く。）の総数を乗じた数とす

る。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときには、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調

整し、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消却されていない新株

予約権の総数を乗じた数とする。 

（注2）各本件新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各本件新株予約権の行使により発行又は移転する株

式1株当たりの払込金額（以下、「払込価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。また、払込価

額の調整につきましては、次のとおりであります。 

① 払込価額は、本件新株予約権の発行日以降、下記に掲げる各事由により、次の算式（以下、「払込価額調整

式」という。）に従って調整される。 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年9月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数 405個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（注1） 405,000株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（注2） 新株予約権1個につき  361,000円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年7月26日 

至 平成27年6月28日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 

資本組入額 

1株につき 361円 

1株につき 181円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①平成20年3月期に関する当社定

時株主総会の終結時点まで、

当社の取締役又は監査役の地

位を喪失していないこと。但

し、当社取締役会が、地位の

喪失にもかかわらず行使を認

める旨決定した場合を除く。 

同左 

②各本件新株予約権の一部行使

はできないこととする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本件新株予約権を譲渡するとき

は、当社取締役会の承認を要す

るものとする。 

同左 

           新発行・処分 
× 

1株当たりの 

        既発行普通 
＋ 

普通株式数 発行・処分価額 

調整後 
＝ 

調整前 
× 

株式数 1株当たりの時価 

払込価額 払込価額 既発行普通株式数 ＋ 新発行・処分普通株式数 



(ⅰ) 時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行又は当社の有する当社の普通株式を処

分する場合（但し、当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付

を請求できる新株予約権の転換又は行使による場合を除く。）。 

(ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合。 

(ⅲ) 転換又は権利行使により発行される普通株式1株当たりの発行価額が時価を下回る価額をもって当社の普

通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権若し

くは新株予約権付社債を発行する場合。調整後の払込価額は、発行される証券又は新株予約権若しくは新

株予約権付社債の全てが当初の転換価額で転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして払込

価額調整式を準用して算出するものとする。 

(ⅳ) 当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予

約権若しくは新株予約権付社債であって、転換価額又は行使価額が発行日に決定されておらず発効日以降

の一定の日の時価を基準として決定されるものを発行した場合において、決定された転換価額又は権利行

使により発行される普通株式1株当たりの発行価額が時価を下回る場合。 

② 当社は、上記①に定める払込価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会の決議

により客観的に合理的な払込価額の調整を行うものとする。 

(ⅰ) 株式の併合、資本の減少、会社分割、又は合併等のために払込価額の調整を必要とするとき。 

(ⅱ) その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により払込価額の調整を必要とすると

き。 

(ⅲ) 払込価額を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の払込価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

第6回新株予約権（平成17年6月29日定時株主総会決議） 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年9月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数 2,967個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（注1） 2,967,000株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（注2） 新株予約権1個につき  361,000円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年7月１日 

至 平成27年6月28日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 

資本組入額 

1株につき 361円 

1株につき 181円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、行使時にお

いて、当社又は当社の子会社

の取締役、監査役又は従業員

の地位にあることを要する。

但し、定年退職、会社都合に

よる退職、その他正当な理由

があると取締役会が決定した

場合はこの限りでない。 

同左 

②各本件新株予約権の一部行使

はできないこととする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本件新株予約権を譲渡するとき

は、当社取締役会の承認を要す

るものとする。 

同左 



（注1）各本件新株予約権の目的となる株式数（以下、「付与株式数」という。）は新株予約権1個につき、1,000株

とする。また、付与株式数の調整につきましては、次のとおりであります。 

新株予約権の発行日後、当社が当社普通株式につき株式の分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を

次の算式により調整し（1株未満の端数は切捨て）、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式

数に当該時点で行使又は消却されていない新株予約権（自己新株予約権を除く。）の総数を乗じた数とす

る。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときには、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調

整し、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消却されていない新株

予約権の総数を乗じた数とする。 

（注2）各本件新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各本件新株予約権の行使により発行又は移転する株

式1株当たりの払込金額（以下、「払込価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。また、払込価

額の調整につきましては、次のとおりであります。 

① 払込価額は、本件新株予約権の発行日以降、下記に掲げる各事由により、次の算式（以下、「払込価額調整

式」という。）に従って調整される。 

(ⅰ) 時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行又は当社の有する当社の普通株式を処

分する場合（但し、当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付

を請求できる新株予約権の転換又は行使による場合を除く。）。 

(ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合。 

(ⅲ) 転換又は権利行使により発行される普通株式1株当たりの発行価額が時価を下回る価額をもって当社の普

通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権若し

くは新株予約権付社債を発行する場合。調整後の払込価額は、発行される証券又は新株予約権若しくは新

株予約権付社債の全てが当初の転換価額で転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして払込

価額調整式を準用して算出するものとする。 

(ⅳ) 当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予

約権若しくは新株予約権付社債であって、転換価額又は行使価額が発行日に決定されておらず発効日以降

の一定の日の時価を基準として決定されるものを発行した場合において、決定された転換価額又は権利行

使により発行される普通株式1株当たりの発行価額が時価を下回る場合。 

② 当社は、上記①に定める払込価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会の決議

により客観的に合理的な払込価額の調整を行うものとする。 

(ⅰ) 株式の併合、資本の減少、会社分割、又は合併等のために払込価額の調整を必要とするとき。 

(ⅱ) その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により払込価額の調整を必要とすると

き。 

(ⅲ) 払込価額を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の払込価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

           新発行・処分 
× 

1株当たりの 

        既発行普通 
＋ 

普通株式数 発行・処分価額 

調整後 
＝ 

調整前 
× 

株式数 1株当たりの時価 

払込価額 払込価額 既発行普通株式数 ＋ 新発行・処分普通株式数 



(3)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注1）平成17年10月1日から平成17年11月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が2,682千

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ187百万円増加しております。 

（注2）平成17年11月1日をもって資本、資本準備金及び利益準備金を減少いたします。減少額は、それぞれ48,503

百万円、24,852百万円、177百万円となっております。なお、当該減少に伴う発行済株式数の変更はありま

せん。 

（注3）平成17年5月27日開催の取締役会決議に基づく、第三者割当による新株式（普通株式）の発行。 

第三者割当による新株式（普通株式）の発行     

（注4）平成17年5月27日開催の取締役会決議及び平成17年6月29日開催の定時株主総会決議に基づく、第

三者割当による新株式（普通株式・優先株式）の発行。 

① 第三者割当による新株式（普通株式）の有利発行 

② 第三者割当による新株式（優先株式）の有利発行 

第1回A種優先株式 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高 

（株） 

資本金増減額

（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成17年6月29日（注3） 36,526,000 94,132,628 6,939 42,178 6,939 10,276 

平成17年6月30日（注4） 89,885,000 184,017,628 17,299 59,478 17,299 27,576 

平成17年8月25日（注5） 140,000 184,157,628 25 59,503 25 27,602 

平成17年9月30日（注6） 516,000 184,673,628 36 59,539 36 27,638 

発行新株式数 36,526,000 株（普通株式）   

発行価額 1株あたり 380円  

資本組入額 1株あたり 190円  

割当先及び割当株式数 株式会社リクルート 36,526,000 株

発行新株式数 64,285,000 株（普通株式）  

発行価額 1株あたり 140円  

資本組入額 1株あたり  70円  

割当先及び割当株式数 Unison Capital PartnersⅡ(F),L.P. 34,368,000 株

  Unison Capital PartnersⅡ,L.P. 26,345,000 株

  UC Astro Investor,L.P. 3,572,000 株

発行新株式数 11,500,000 株（優先株式）  

発行価額 1株あたり 1,000円  

資本組入額 1株あたり   500円  

割当先及び割当株式数 東京海上日動火災保険株式会社 4,500,000 株

  株式会社あおぞら銀行 4,000,000 株

  
中央三井プライベートエクイティ第一号 

投資事業組合 
1,500,000 株

  マスミューチュアル生命保険株式会社 400,000 株

  メリルリンチ日本証券株式会社 100,000 株

  AIGエジソン生命保険株式会社 500,000 株

  エイアイジー・スター生命保険株式会社 500,000 株



第1回B種優先株式 

第1回C種優先株式 

（注5）平成17年7月25日開催の取締役会決議に基づく、第三者割当による新株式（普通株式）の発行。 

第三者割当による新株式（普通株式）の発行 

（注6）新株予約権の行使による増加であります。 

発行新株式数 10,100,000 株（優先株式）  

発行価額 1株あたり 1,000円  

資本組入額 1株あたり   500円  

割当先及び割当株式数 株式会社東京スター銀行 3,500,000 株

  
中央三井プライベートエクイティパートナー

ズ投資事業有限責任組合 
2,000,000 株

  オリックス株式会社 1,500,000 株

  株式会社あおぞら銀行 1,000,000 株

  
中央三井プライベートエクイティ第一号 

投資事業組合 
1,000,000 株

  メリルリンチ日本証券株式会社 400,000 株

  AIGエジソン生命保険株式会社 350,000 株

  エイアイジー・スター生命保険株式会社 350,000 株

発行新株式数 4,000,000 株（優先株式）  

発行価額 1株あたり 1,000円  

資本組入額 1株あたり   500円  

割当先及び割当株式数 
中央三井プライベートエクイティパートナー

ズ投資事業有限責任組合 
2,000,000 株

  株式会社あおぞら銀行 500,000 株

  オリックス株式会社 500,000 株

  東京海上日動火災保険株式会社 500,000 株

  
中央三井プライベートエクイティ第一号 

投資事業組合 
500,000 株

発行新株式数 140,000 株（普通株式）  

発行価額 1株あたり 361円  

資本組入額 1株あたり 181円  

割当先及び割当株式数 重田 里志 50,000 株

  町田 公志 42,000 株

  木下 豊一 28,000 株

  谷本 憲一 14,000 株

  常泉 泰造 6,000 株



(4)【大株主の状況】 

① 普通株式 

（注）1. 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び資産管理サービス信託銀行株式会社の所有株式は、全て

信託業務に係る株式であります。 

2. 前事業年度末現在主要株主であった株式会社リクルートは、当中間期末では主要株主ではなくなりました。 

3. 前事業年度末現在主要株主でなかった Unison Capital PartnersⅡ(F),L.P. 及び Unison Capital  

PartnersⅡ,L.P. は、当中間期末では主要株主となっております。 

② 優先株式 

第1回A種優先株式 

  平成17年9月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社リクルートコスモス 東京都港区海岸3丁目9番15号 54,291 34.13 

Unison Capital PartnersⅡ(F),L.P. UBS House,227 Elgin Avenue P.O.BOX
852GT,Grand Cayman,Cayman Island 

34,368 21.61 

Unison Capital PartnersⅡ,L.P.
UBS House,227 Elgin Avenue P.O.BOX
852GT,Grand Cayman,Cayman Island 

26,345 16.56 

UC Astro Investor,L.P. 
UBS House,227 Elgin Avenue P.O.BOX
852GT,Grand Cayman,Cayman Island 

3,572 2.25 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内1丁目3番3号 2,085 1.31 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都中央区晴海1丁目8番11号 1,639 1.03 

資産管理サービス信託銀行株式会社

（証券投資信託口） 
東京都中央区晴海1丁目8番12号 1,518 0.95 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1丁目1番2号 1,478 0.93 

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝3丁目33番1号 1,362 0.86 

モルガンスタンレーアンドカンパニー

インク（常任代理人 モルガン・スタ

ンレー証券会社東京支店） 

1585 Broadway New York,New York 

10036,U.S.A. 

（東京都渋谷区恵比寿4丁目20番3号） 

1,293 0.81 

計 － 127,952 80.44 

  平成17年9月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目2番1号 4,500 39.13 

株式会社あおぞら銀行 東京都千代田区九段南1丁目3番1号 4,000 34.78 

中央三井プライベートエクイティ第一
号投資事業組合 

東京都中央区日本橋室町3丁目2番8号 1,500 13.04 

AIGエジソン生命保険株式会社 東京都中央区晴海1丁目8番10号 500 4.35 

エイアイジー・スター生命保険株式会

社 
東京都中央区晴海1丁目8番12号 500 4.35 

マスミューチュアル生命保険株式会社 東京都渋谷区桜丘町26番1号 400 3.48 

メリルリンチ日本証券株式会社 東京都中央区日本橋1丁目4番1号 100 0.87 

計 － 11,500 100.00 



第1回B種優先株式 

第1回C種優先株式 

  平成17年9月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社東京スター銀行 東京都港区赤坂1丁目6番16号 3,500 34.65 

中央三井プライベートエクイティパー
トナーズ投資事業有限責任組合 

東京都中央区日本橋室町3丁目2番8号 2,000 19.80 

オリックス株式会社 東京都港区浜松町2丁目4番1号 1,500 14.85 

株式会社あおぞら銀行 東京都千代田区九段南1丁目3番1号 1,000 9.90 

中央三井プライベートエクイティ第一

号投資事業組合 
東京都中央区日本橋室町3丁目2番8号 1,000 9.90 

メリルリンチ日本証券株式会社 東京都中央区日本橋1丁目4番1号 400 3.96 

AIGエジソン生命保険株式会社 東京都中央区晴海1丁目8番10号 350 3.47 

エイアイジー・スター生命保険株式会

社 
東京都中央区晴海1丁目8番12号 350 3.47 

計 － 10,100 100.00 

  平成17年9月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

中央三井プライベートエクイティパー

トナーズ投資事業有限責任組合 
東京都中央区日本橋室町3丁目2番8号 2,000 50.00 

株式会社あおぞら銀行 東京都千代田区九段南1丁目3番1号 500 12.50 

オリックス株式会社 東京都港区浜松町2丁目4番1号 500 12.50 

中央三井プライベートエクイティ第一
号投資事業組合 

東京都中央区日本橋室町3丁目2番8号 500 12.50 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目2番1号 500 12.50 

計 － 4,000 100.00 



(5)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が31,000株（議決権31個）含まれ

ております。 

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権1

個）あります。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含ま

れております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものを記載しております。 

  平成17年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 優先株式 25,600,000 － 
「1(1)②発行済株式」の

「内容」の記載を参照 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
(自己保有株式) 

－ 
権利の内容に何ら限
定のない当社におけ
る標準となる株式 普通株式 54,291,000 

完全議決権株式（その他） 普通株式 104,404,000 104,404 同上 

単元未満株式 普通株式 378,628 － 同上 

発行済株式総数 184,673,628 － － 

総株主の議決権 － 104,404 － 

  平成17年9月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社リクルートコス
モス 

東京都港区海岸三丁
目9番15号 

54,291,000 － 54,291,000 29.4 

計 － 54,291,000 － 54,291,000 29.4 

月別 平成17年4月 5月 6月 7月 8月 9月 

最高（円） 385 542 378 384 486 661 

最低（円） 353 352 300 313 348 464 



３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1)退任役員 

(2)役職の異動 

役名 職名 氏名 退任年月日 

監査役 － 相場 春夫 平成17年6月30日 

新役名 職名 旧役名 氏名 異動年月日 

代表取締役会長兼グル

ープＣＥＯ 
－ 代表取締役会長 重田 里志  平成17年7月1日 

代表取締役社長兼ＣＯ

Ｏ 
管理本部長 代表取締役社長 町田 公志 平成17年7月1日 

代表取締役専務兼専務

執行役員 

事業本部長企画・建

築担当 
代表取締役専務 常泉 泰造 平成17年7月1日 

常務取締役兼常務執行

役員 

事業本部副本部長営

業・統括担当 
常務取締役 木下 豊一 平成17年7月1日 

取締役兼執行役員 
事業本部アセットマ

ネジメント事業担当 
取締役 谷本 憲一 平成17年7月1日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1)当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（自平成16年4月1日  至平成16年9月30日）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第3項のただ

し書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2)当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（自平成16年4月1日  至平成16年9月30日）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第3項のただし書

きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成16年4月1日 至平成16年9月30日）

及び前中間会計期間（自平成16年4月1日 至平成16年9月30日）並びに当中間連結会計期間（自平成17年4月1日 至

平成17年9月30日）及び当中間会計期間（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日）の中間連結財務諸表及び中間財務

諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1)【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金 
※1 
※4  22,898   22,124   25,777  

受取手形及び売掛
金   3,519   6,421   6,727  

たな卸資産 ※1  129,167   114,009   169,678  

販売用不動産前渡
金 

※1  －   12,721   10,047  

繰延税金資産   2,755   2,922   2,953  

その他 ※1  20,351   4,579   9,562  

貸倒引当金   △38   △100   △145  

流動資産合計   178,654 61.6  162,679 78.5  224,602 68.2 

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産           

建物及び構築物 ※1 14,210   6,952   12,269   

減価償却累計
額  5,542 8,667  3,635 3,316  4,998 7,270  

土地 ※1  33,710   12,886   28,034  

その他 ※1 8,024   1,888   7,948   

減価償却累計
額  1,114 6,910  1,239 648  1,181 6,766  

有形固定資産合
計   49,288 17.0  16,851 8.1  42,072 12.8 

無形固定資産 ※1  904 0.3  914 0.5  588 0.2 

投資その他の資産           

投資有価証券 
※1 
※5  42,782   9,391   43,768  

繰延税金資産   3,155   1,932   2,706  

更生債権その他
これに準ずる債
権 

  21,305   21,317   21,323  

その他   15,480   15,902   15,998  

貸倒引当金   △21,766   △21,792   △21,806  

投資その他の資
産合計   60,956 21.0  26,750 12.9  61,991 18.8 

固定資産合計   111,149 38.4  44,517 21.5  104,651 31.8 

資産合計   289,804 100.0  207,196 100.0  329,253 100.0 

 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形及び買掛
金   26,677   36,034   42,046  

短期借入金 
※2 
※3  105,229   36,158   108,372  

未払法人税等   513   946   791  

賞与引当金   1,387   1,644   1,598  

不動産特定共同事
業預り金   －   10,500   12,100  

その他   32,186   20,594   30,948  

流動負債合計   165,995 57.3  105,878 51.1  195,857 59.5 

Ⅱ 固定負債           

長期借入金 
※2 
※3  60,782   65,581   72,037  

退職給付引当金   1,306   1,471   1,403  

役員退職慰労引当
金   345   322   369  

事業損失引当金   356   3,000   273  

その他   7,247   5,115   5,468  

固定負債合計   70,038 24.1  75,492 36.4  79,551 24.1 

負債合計   236,033 81.4  181,370 87.5  275,408 83.6 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   1,440 0.5  1,494 0.7  1,585 0.5 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   35,238 12.2  59,539 28.7  35,238 10.7 

Ⅱ 資本剰余金   3,336 1.1  27,638 13.4  3,336 1.0 

Ⅲ 利益剰余金   13,254 4.6  △66,313 △32.0  11,927 3.6 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   1,620 0.6  3,457 1.7  2,188 0.7 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △1,107 △0.4  31 0.0  △413 △0.1 

Ⅵ 自己株式 ※7  △13 △0.0  △22 △0.0  △18 △0.0 

資本合計   52,329 18.1  24,331 11.8  52,259 15.9 

負債、少数株主持分
及び資本合計   289,804 100.0  207,196 100.0  329,253 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収益   85,800 100.0  115,384 100.0  190,803 100.0 

Ⅱ 営業原価   68,436 79.8  91,294 79.1  154,304 80.9 

営業総利益   17,363 20.2  24,090 20.9  36,499 19.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  11,369 13.2  13,510 11.7  23,048 12.1 

営業利益   5,994 7.0  10,579 9.2  13,451 7.0 

Ⅳ 営業外収益           

受取利息  10   7   18   

受取配当金  105   114   116   

施設賃貸料  85   85   171   

求償債権取立益  31   －   31   

その他  25 258 0.3 75 283 0.2 67 406 0.2 

Ⅴ 営業外費用           

支払利息  1,928   1,611   3,986   

新株発行費   －   192   －   

シンジケートローン
手数料   －   435   －   

その他  181 2,109 2.5 286 2,525 2.2 444 4,431 2.3 

経常利益   4,143 4.8  8,337 7.2  9,426 4.9 

Ⅵ 特別利益           

投資有価証券売却益  －   2,578   －   

貸倒引当金戻入益  200   49   42   

その他  － 200 0.2 1 2,629 2.3 － 42 0.0 

Ⅶ 特別損失           

固定資産除却損  6   21   8   

固定資産売却損 ※2 －   －   5,649   

減損損失 ※3 －   25,129   －   

販売用不動産評価損 ※4 －   44,655   －   

投資有価証券売却損  －   15,512   －   

事業損失引当金繰入
額  －   2,790   －   

その他  25 31 0.0 23 88,131 76.4 76 5,734 3.0 

税金等調整前中間(当
期)純利益又は税金等
調整前中間純損失
（△） 

  4,312 5.0  △77,165 △66.9  3,735 1.9 

法人税、住民税及び
事業税  415   832   1,032   

法人税等調整額  97 513 0.6 39 872 0.7 △56 976 0.5 

少数株主利益   128 0.1  199 0.2  240 0.1 

中間(当期)純利益又
は中間純損失（△）   3,670 4.3  △78,237 △67.8  2,518 1.3 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   3,336  3,336  3,336 

Ⅱ  資本剰余金増加高        

増資による新株の発
行 

 － － 24,301 24,301 － － 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  3,336  27,638  3,336 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   10,075  11,927  10,075 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

中間（当期）純利益  3,670 3,670 － － 2,518 2,518 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

中間純損失  －  78,237  －  

配当金  431  －  431  

役員賞与  9  3  9  

新規連結による剰余
金減少高 

 49 491 － 78,241 225 666 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  13,254  △66,313  11,927 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

税金等調整前中間 (当
期)純利益又は税金等調
整前中間純損失（△） 

 4,312 △77,165 3,735 

減価償却費  405 311 929 

減損損失  － 25,129 － 

貸倒引当金の減少額  △626 △58 △480 

賞与引当金の増(減)額  △167 43 39 

退職給付引当金の増加
額 

 148 68 244 

役員退職慰労引当金の
増(減)額 

 △21 △46 2 

事業損失引当金の増
(減)額 

 △104 2,726 △188 

販売用不動産評価損  － 44,655 － 

有形固定資産売却損   － － 5,649 

投資有価証券売却益   － △2,578 － 

投資有価証券売却損   － 15,512 － 

受取利息及び受取配当
金 

 △116 △121 △135 

支払利息  1,928 1,611 3,986 

売上債権の増(減)額  2,706 335 △454 

たな卸資産の増(減)額  10,815 11,020 △22,543 

前渡金の増加額  △3,509 △2,674 △840 

短期差入保証金の増
(減)額 

 △1,545 △15 749 

仕入債務の減少額  △16,350 △6,015 △983 

前受金の増(減)額  817 △600 374 

預り金の減少額  △4,399 △9,760 △435 

不動産特定共同事業預
り金の増(減)額 

 6,200 △1,600 10,000 

その他  1,694 5,178 △620 

小計  2,185 5,956 △970 

利息及び配当金の受取
額 

 97 104 103 

利息の支払額  △1,924 △1,118 △4,073 

法人税等の支払額  △688 △716 △1,121 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △329 4,225 △6,062 

 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

定期預金の預入による
支出 

 △1,800 － △2,925 

定期預金の払戻による
収入 

 1,200 900 3,090 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △144 △101 △254 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 94 3 1,777 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △852 △0 △852 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 59 23,630 62 

少数株主持分の取得に
よる支出 

 － △264 － 

貸付けによる支出  △216 △37 △242 

貸付金の回収による収
入 

 17 43 72 

その他  △66 △402 △159 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △1,706 23,770 569 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

短期借入金の純増(減)
額 

 5,297 △44,577 △1,468 

長期借入れによる収入  20,258 53,935 59,626 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △27,720 △88,463 △53,925 

株式の発行による収入  － 48,410 － 

配当金の支払額  △431 △1 △433 

その他  △58 △60 △92 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △2,655 △30,756 3,706 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 △11 6 4 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減
少額 

 △4,702 △2,753 △1,781 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 24,977 24,832 24,977 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び
現金同等物の増加額 

 914 － 1,637 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中
間期末(期末)残高 

※1 21,188 22,079 24,832 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

1. 連結の範囲に関する事項 1. 連結の範囲に関する事項 1. 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数      12社 (1)連結子会社の数      12社 (1)連結子会社の数        12社 

主要な連結子会社名 

㈱コスモスライフ、㈱コスモスモア 

Cosmos Australia Pty.Ltd. 

ＲＣ武蔵小杉特定目的会社は支配力基

準の適用により実質的に支配している

と認められたため、連結の範囲に含め

ることといたしました。なお、ＲＣ武

蔵小杉特定目的会社は、みなし取得日

を当中間連結会計期間末日としている

ため、当中間連結会計期間は貸借対照

表のみを連結しております。 

主要な連結子会社名 

㈱コスモスライフ、㈱コスモスモア 

Cosmos Australia Pty.Ltd. 

主要な連結子会社名は、「第１企業の

概況 ４．関係会社の状況」に記載し

ているため省略しております。 

ＲＣ武蔵小杉特定目的会社及び㈲ＣＡ

Ｍ５は、支配力基準の適用により実質

的に支配していると認められたため、

連結の範囲に含めることといたしまし

た。 

なお、㈲ＣＡＭ５は、みなし取得日を

当連結会計年度末日としているため、

当連結会計年度は貸借対照表のみを連

結しております。 

また、アール・シーひばりヶ丘特定目

的会社は、当連結会計年度に清算結了

したため、損益計算書を取り込んでお

りますが、貸借対照表は取り込んでお

りません。 

(2)主要な非連結子会社の名称等 (2)主要な非連結子会社の名称等 (2)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

㈱シーエーピー 

㈱ライフクリーンサービス  

主要な非連結子会社 

同左 

主要な非連結子会社 

同左 

 （連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模であ

り、総資産、営業収益、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも中

間連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

 （連結の範囲から除いた理由） 

同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模であ

り、総資産、営業収益、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

2. 持分法の適用に関する事項 2. 持分法の適用に関する事項 2. 持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用会社    なし (1)持分法適用会社    なし (1)持分法適用会社    なし 

(2)持分法を適用していない非連結子会社

（㈱シーエーピー、㈱ライフクリーン

サービス）及び関連会社（㈱ラムザ都

市開発）は、それぞれ中間純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて、持分法の対

象から除いても中間連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。 

(2)持分法を適用していない非連結子会社 

同左 

(2)持分法を適用していない非連結子会社

（㈱シーエーピー、㈱ライフクリーン

サービス）及び関連会社（㈱ラムザ都

市開発）は、それぞれ連結純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がない

ため持分法の適用範囲から除外してお

ります。 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

3. 連結子会社の中間決算日等に関する事項 3. 連結子会社の中間決算日等に関する事項 3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

在外連結子会社の中間決算日は6月30

日、㈲コスモスアセットマネジメント・

スリー及び㈲シーエーエム・フォー武蔵

小杉の中間決算日は7月31日、アール・

シーひばりヶ丘特定目的会社及び㈲ＣＡ

Ｍ宮崎台の中間決算日は8月31日であ

り、いずれも中間連結財務諸表の作成に

あたり、同日現在の財務諸表を使用して

おります。ただし中間連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行うこととしております。 

また、ＲＣ武蔵小杉特定目的会社の中間

決算日は6月30日であり、中間連結財務

諸表の作成にあたり、中間連結決算日現

在において行なった仮決算に基づく財務

諸表を使用しております。 

以上を除いた連結子会社の中間決算日

は、いずれも中間連結決算日と一致して

おります。 

在外連結子会社及びＲＣ武蔵小杉特定目

的会社の中間決算日は6月30日、㈲コス

モスアセットマネジメント・スリー及び

㈲シーエーエム・フォー武蔵小杉、㈲Ｃ

ＡＭ５の中間決算日は7月31日、㈲ＣＡ

Ｍ宮崎台の中間決算日は8月31日であ

り、いずれも中間連結財務諸表の作成に

あたり、同日現在の財務諸表を使用して

おります。ただし中間連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行うこととしております。 

以上を除いた連結子会社の中間決算日

は、いずれも中間連結決算日と一致して

おります。 

在外連結子会社及びＲＣ武蔵小杉特定目

的会社の決算日は12月31日、㈲コスモス

アセットマネジメント・スリー及び㈲シ

ーエーエム・フォー武蔵小杉の決算日は

1月31日、㈲ＣＡＭ宮崎台の決算日は2月

28日であり、いずれも連結財務諸表の作

成にあたり、同日現在の財務諸表を使用

しております。ただし連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行うこととしております。 

また、㈲ＣＡＭ５の決算日は1月31日で

あり、連結財務諸表の作成にあたり、連

結決算日現在において行った仮決算に基

づく財務諸表を使用しております。 

以上を除いた連結子会社の決算日は、い

ずれも連結決算日と一致しております。 

4. 会計処理基準に関する事項 4. 会計処理基準に関する事項 4. 会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算期末日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のあるもの 

同左 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法 

（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

②  デリバティブ 

────── 

②  デリバティブ  

時価法  

②  デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

主として個別法による原価法 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 賃貸用有形固定資産 

定額法 

① 賃貸用有形固定資産 

同左 

① 賃貸用有形固定資産 

同左 

② 上記以外の有形固定資産 

定率法 

② 上記以外の有形固定資産 

同左 

② 上記以外の有形固定資産 

同左 

③ 自社利用のソフトウェア 

主として社内における利用可能期間

（5年）に基づく定額法 

③ 自社利用のソフトウェア 

同左 

③ 自社利用のソフトウェア 

同左 

④ 上記以外の無形固定資産 

定額法 

④ 上記以外の無形固定資産 

同左 

④ 上記以外の無形固定資産 

同左 

(3)繰延資産の処理方法 

────── 

(3)繰延資産の処理方法 

新株発行費は支出時に全額費用として

処理しております。 

(3)繰延資産の処理方法 

────── 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

(4)重要な引当金の計上基準 (4)重要な引当金の計上基準 (4)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れに備えるため、一般債

権については主として貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員の賞与の支払いに備えるた

め、実際支払い額を見積り当中間連

結会計期間負担額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員の賞与の支払いに備えるた

め、実際支払い額を見積り当連結会

計年度負担額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末において発生

していると認められる額を計上して

おります。 

数理計算上の差異については、それ

ぞれ発生の翌連結会計年度から5年

の定額法により按分した額を費用処

理することとしております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上しており

ます。 

数理計算上の差異については、それ

ぞれ発生の翌連結会計年度から5年

の定額法により按分した額を費用処

理することとしております。 

（追加情報） 

当社及び国内連結子会社は、確定給

付企業年金法の施行に伴い、厚生年

金基金の代行部分につきまして、平

成15年1月17日に厚生労働大臣から

将来分支給義務免除の認可を受け、

平成16年9月1日に過去分返上の認可

を受けております。 

当社及び連結子会社2社は「退職給

付会計に関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協会会計制

度委員会報告第13号）第47-2項に定

める経過措置を適用し、当該将来分

支給義務免除の認可の日において代

行部分に係る退職給付債務と返還相

当額の年金資産を消滅したものとみ

なして処理しております。 

なお、当中間連結会計期間末におけ

る年金資産の返還相当額は3,763百

万円であります。 

（追加情報） 

当社及び国内連結子会社2社は、確

定給付企業年金法の施行に伴い、厚

生年金基金の代行部分につきまし

て、厚生労働大臣から平成16年9月1

日に過去分返上の認可を受け、平成

17年9月29日に国に返還額（最低責

任準備金）の納付を行いました。 

なお、当社及び連結子会社2社は

「退職給付会計に関する実務指針

（中間報告）」（日本公認会計士協

会会計制度委員会報告第13号）第

47-2項に定める経過措置を適用し、

平成15年1月17日の将来分支給義務

免除の認可の日において代行部分に

係る退職給付債務と返還相当額の年

金資産を消滅したものとみなして処

理しております。 

（追加情報） 

当社及び国内連結子会社は、確定給

付企業年金法の施行に伴い、厚生年

金基金の代行部分につきまして、平

成15年1月17日に厚生労働大臣から

将来分支給義務免除の認可を受け、

平成16年9月1日に過去返上の認可を

受けております。 

当社及び連結子会社2社は「退職給

付会計に関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協会会計制

度委員会報告第13号）第47-2項に定

める経過措置を適用し、当該将来分

支給義務免除の認可の日において代

行部分に係る退職給付債務と返還相

当額の年金資産を消滅したものとみ

なして会計処理しております。 

なお、当連結会計年度末における返

還相当額は3,740百万円でありま

す。 

④ 役員退職慰労引当金 

当社及び国内連結子会社は、役員の

退職慰労金の支払いに備えるため、

内規に基づく中間連結会計期間末要

支給額を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

当社及び国内連結子会社は、役員の

退職慰労金の支払いに備えるため、

内規に基づく連結会計年度末要支給

額を計上しております。 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

⑤ 事業損失引当金 

連結子会社の開発事業に係る損失に

備えるため、追加負担見込額を計上

しております。 

⑤ 事業損失引当金 

同左 

⑤ 事業損失引当金 

同左 

(5)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外連結子会社の資産負債

及び費用収益は、中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額

は資本の部における為替換算調整勘定

に含めております。 

(5)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

同左 

(5)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外連結子会社の資産負債

及び費用収益は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は資

本の部における為替換算調整勘定に含

めております。 

(6)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。ただし、在外連結

子会社におけるファイナンス・リース

取引については、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

(6)重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6)重要なリース取引の処理方法 

同左 

(7)重要なヘッジ会計の方法 (7)重要なヘッジ会計の方法 (7)重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては特例処理の

要件を満たしておりますので、当該

処理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理 

なお、金利スワップの特例処理の要

件をみたすものについては、当該処

理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 同左 

ヘッジ対象 同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 同左 

ヘッジ対象 同左 

③ ヘッジ方針 

負債に係る金利変動リスクを回避す

るためにデリバティブ取引を利用し

ております。なお、投機目的による

デリバティブ取引は行わない方針で

あります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップについては特例処理の

要件を満たしており、その判定をも

って有効性評価の判定に代えており

ます。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象の相

場変動またはキャッシュ・フロー変

動とヘッジ手段の相場変動またはキ

ャッシュ・フロー変動との累計を比

較し、両者の変動額等を基礎にして

判定しております。ただし特例処理

の要件を満たしている金利スワップ

については、その判定をもって有効

性評価の判定に代えております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

(8)消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。ただし、

資産に係る控除対象外消費税等は、発

生連結会計年度の期間費用として処理

しております。 

(8)消費税等の会計処理方法 

同左 

(8)消費税等の会計処理方法 

同左 

5. 中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から3ヵ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。 

5. 中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

5. 連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら3ヵ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年8月9日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第6号 平成15年10

月31日）を適用しております。これにより

税金等調整前中間純損失は25,129百万円増

加しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき当該各資

産の金額から直接控除しております。 

────── 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

─────── 中間連結貸借対照表 

「販売用不動産前渡金」は資産の総額の100分の５を超えたため、

区分掲記しております。 

なお、前中間連結会計期間末は流動資産の「その他」に12,717百万

円含まれております。 

「不動産特定共同事業預り金」は負債、少数株主持分及び資本の合

計額の100分の５を超えたため、区分掲記しております。 

なお、前中間連結会計期間末は流動負債の「その他」に8,300百万

円含まれております。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第9号）が平成15年3月31日

に公布され、平成16年4月1日以後に開始す

る事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年2月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費が99百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益が、99百万円減少して

おります。 

──────  「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第9号）が平成15年3月31日に公布

され、平成16年4月1日以後に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当連結会計年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平成16年2月

13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が181百万

円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益が、181百万円減少しており

ます。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年3月31日） 

※1. 担保に供されている資産 ※1. 担保に供されている資産 ※1. 担保に供されている資産 

現金及び預金 526百万円 

たな卸資産 108,987百万円 

流動資産その他 6,101百万円 

建物及び構築物 8,232百万円 

土地 33,421百万円 

有形固定資産そ

の他 
6,066百万円 

無形固定資産 337百万円 

投資有価証券 20,391百万円 

計 184,064百万円 

現金及び預金 1,718百万円 

たな卸資産 76,743百万円 

販売用不動産前

渡金 
9,423百万円 

建物及び構築物 770百万円 

土地 3,814百万円 

投資有価証券 14百万円 

計 92,484百万円 

現金及び預金 298百万円 

たな卸資産 131,549百万円 

販売用不動産前

渡金 
8,289百万円 

建物及び構築物 6,659百万円 

土地 27,400百万円 

有形固定資産そ

の他 
6,056百万円 

投資有価証券 21,015百万円 

計 201,269百万円 

なお、上記投資有価証券のうち14百万

円は営業保証供託金として差し入れて

おります。 

なお、上記投資有価証券14百万円は営

業保証供託金として差し入れておりま

す。 

なお、上記投資有価証券のうち14百万

円は営業保証供託金として差し入れて

おります。 

※2. 上記※1に対する担保付債務 ※2. 上記※1に対する担保付債務 ※2. 上記※1に対する担保付債務 

短期借入金 82,259百万円 

長期借入金 55,763百万円 

計 138,022百万円 

短期借入金 29,258百万円 

長期借入金 42,395百万円 

計 71,653百万円 

短期借入金 83,955百万円 

長期借入金 65,363百万円 

計 149,318百万円 

※3.          ─────── ※3. 上記2以外に、短期借入金5,900百万円

及び長期借入金23,170百万円につい

て、下記の資産に対する担保留保条項

が付されております。 

※3.          ─────── 

 たな卸資産 11,804百万円 

販売用不動産前

渡金 
824百万円 

建物及び構築物 561百万円 

土地 2,190百万円 

有形固定資産そ

の他 
48百万円 

計 15,429百万円 

 

※4. 現金及び預金65百万円が銀行から受け

ている保証に対して担保に供されてお

ります。また、現金及び預金45百万円

が開発事業の等価交換契約に基づく債

務に対して担保に供されております。 

※4. 現金及び預金45百万円が開発事業の等

価交換契約に基づく債務に対して担保

に供されております。 

※4. 現金及び預金45百万円が開発事業の等

価交換契約に基づく債務に対して担保

に供されております。 

※5. 非連結子会社及び関連会社に対する投

資有価証券は44百万円であります。 

※5. 非連結子会社及び関連会社に対する投

資有価証券は44百万円であります。 

※5. 非連結子会社及び関連会社に対する投

資有価証券は44百万円であります。 

6. 偶発債務 

顧客等の金融機関借入金等について、

下記の債務保証を行っております。 

6. 偶発債務 

顧客等の金融機関借入金等について、

下記の債務保証を行っております。 

6. 偶発債務 

顧客等の金融機関借入金等について、

下記の債務保証を行っております。 

被保証者 
保証額 
（百万円） 

顧客住宅ローン連帯
保証債務 

22,461 

㈱シーエーピー 1,600 

東急建設㈱ 4 

KBRV Pty.Ltd. 
1,125 

(15百万豪ドル) 

計 25,191 

被保証者 
保証額 
（百万円） 

顧客住宅ローン連帯
保証債務 

19,894 

東急建設㈱ 18 

KBRV Pty.Ltd. 
1,067 

(12百万豪ドル) 

計 20,980 

被保証者 
保証額 
（百万円） 

顧客住宅ローン連帯
保証債務 

25,776 

㈱シーエーピー 1,200 

東急建設㈱ 77 

KBRV Pty.Ltd. 
1,091 

 (13百万豪ドル) 

計 28,145 

※7.          ───────   ※7.  無償で取得した自己株式数 

普通株式            54,220,000株 

※7.          ─────── 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

※1. 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額 

※1. 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額 

※1. 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額 

販売促進費 3,039百万円 

人件費 3,463百万円 

賞与引当金繰入額 518百万円 

退職給付費用 155百万円 

役員退職慰労引当金

繰入額 
25百万円 

販売促進費 3,860百万円 

人件費 3,743百万円 

賞与引当金繰入額 728百万円 

退職給付費用 143百万円 

役員退職慰労引当金

繰入額 
20百万円 

支払手数料 1,509百万円 

販売促進費 5,780百万円 

人件費 7,572百万円 

賞与引当金繰入額 685百万円 

退職給付費用 309百万円 

役員退職慰労引当金

繰入額 
49百万円 

※2.          ─────── ※2.          ─────── ※2. 固定資産売却損の内訳 

建物及び構築物 686百万円 

土地 4,460百万円 

その他 502百万円 

計 5,649百万円 

※3.          ─────── ※3. 減損損失 

当中間連結会計期間において、当社及び

連結子会社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

当社及び連結子会社は、原則として個別

の物件ごとにグルーピングし固定資産の

減損を検討しました。その結果、近年の

継続的な地価下落に伴い帳簿価格に対し

時価が著しく下落している資産及び、賃

料水準の低下や市況の悪化等により収益

性が著しく低下した資産について帳簿価

格を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失(25,129百万円)として特別

損失に計上しました。その内訳は、建物

及び構築物3,863百万円、土地15,148百万

円、その他6,116百万円であります。 

なお、当社及び連結子会社の回収可能価

額は正味売却価額または使用価値により

測定しており、正味売却価額は、主とし

て不動産鑑定士による鑑定評価額を使用

しており、使用価値は将来キャッシュ・

フローを8％で割り引いて計算しておりま

す。 

 主な用途 種類  場所  

賃貸資産

その他 

建物、土

地、その他  

千葉県市川

市他  

※3.          ─────── 

※4.          ─────── ※4. 販売用不動産評価損 

当中間連結会計期間において資産の再構

築プランに基づき、たな卸資産及び販売

用不動産前渡金につき、開発計画及び売

却時期の大幅な変更を行い評価を改めて

見直した結果、損失が見込まれる額を計

上したものであります。 

※4.          ─────── 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

※1. 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※1. 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※1. 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び預金勘定 22,898百万円 

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△1,665百万円 

担保に提供した通知預

金  
△45百万円 

現金及び現金同等物計 21,188百万円 

現金及び預金勘定 22,124百万円

担保に提供した通知預

金  
△45百万円

現金及び現金同等物計 22,079百万円

現金及び預金勘定 25,777百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△900百万円

担保に提供した通知預

金 
△45百万円

現金及び現金同等物計 24,832百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

借主側 借主側 借主側 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

（有形
固定資
産）そ
の他 

281 105 175 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

（有形
固定資
産）そ
の他 

364 164 199 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

（有形
固定資
産）そ
の他 

335 141 194 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してお

ります。 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 62百万円 

１年超 113百万円 

合計 175百万円 

１年内 69百万円 

１年超 129百万円 

合計 199百万円 

１年内 70百万円 

１年超 123百万円 

合計 194百万円 

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(3)支払リース料、減価償却費相当額 (3)支払リース料、減価償却費相当額 (3)支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 31百万円 

減価償却費相当額 31百万円 

支払リース料 40百万円 

減価償却費相当額 40百万円 

支払リース料 67百万円 

減価償却費相当額 67百万円 

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

2. オペレーティング・リース取引 2. オペレーティング・リース取引 2. オペレーティング・リース取引 

借主側 借主側 借主側 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

1年内 2,312百万円 

1年超 11,727百万円 

合計 14,040百万円 

1年内 2,192百万円 

1年超 9,618百万円 

合計 11,810百万円 

１年内 2,549百万円 

１年超 11,166百万円 

合計 13,715百万円 



（有価証券関係） 

有価証券 

1．その他有価証券で時価のあるもの 

2．時価評価されていない主な有価証券の内容 

有価証券 

1．その他有価証券で時価のあるもの 

2．時価評価されていない主な有価証券の内容 

区分 

前中間連結会計期間末（平成16年9月30日現在） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 2,007 4,851 2,843 

(2) 債券       

国債・地方債等 21 21 0 

合計 2,029 4,872 2,843 

区分 
前中間連結会計期間末（平成16年9月30日現在） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 33,745 

優先出資証券 4,120 

区分 

当中間連結会計期間末（平成17年9月30日現在） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 2,007 8,032 6,024 

(2) 債券       

国債・地方債等 14 14 0 

合計 2,022 8,047 6,024 

区分 
当中間連結会計期間末（平成17年9月30日現在） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 382 

優先出資証券 917 



有価証券 

1．その他有価証券で時価のあるもの 

2．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成16年4月1日 至平成16年9月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年4月1日 至平

成17年9月30日）及び前連結会計年度（自平成16年4月1日 至平成17年3月31日） 

金利スワップ取引を契約しておりますが、すべてヘッジ会計を適用しているため、デリバティブ取引の契約額

等、時価及び評価損益の状況の記載を省略しております。 

区分 

前連結会計年度（平成17年3月31日現在） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1) 株式 2,007 5,846 3,838 

(2) 債券    

国債・地方債等 21 21 0 

合計 2,029 5,868 3,838 

区分 
前連結会計年度（平成17年3月31日現在） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 33,746 

優先出資証券 4,117 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年4月1日 至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

 
不動産 
販売事業 
（百万円） 

不動産 
管理事業 
（百万円）

不動産 
賃貸事業 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1) 外部顧客に対する売

上高 
62,157 8,379 5,297 9,965 85,800 － 85,800 

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ 516 13 1,914 2,444 (2,444) － 

計 62,157 8,896 5,310 11,880 88,245 (2,444) 85,800 

営業費用 57,123 8,225 5,388 11,555 82,292 (2,486) 79,806 

営業利益（又は営業

損失） 
5,034 670 (77) 324 5,952 42 5,994 

 
不動産 
販売事業 
（百万円） 

不動産 
管理事業 
（百万円）

不動産 
賃貸事業 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1) 外部顧客に対する売

上高 
89,846 8,730 5,385 11,421 115,384 － 115,384 

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ 497 － 2,342 2,839 (2,839) － 

計 89,846 9,227 5,385 13,763 118,223 (2,839) 115,384 

営業費用 80,805 8,510 5,384 13,033 107,733 (2,928) 104,805 

営業利益 9,040 717 1 730 10,490 88 10,579 

 
不動産 
販売事業 
（百万円） 

不動産 
管理事業 
（百万円）

不動産 
賃貸事業 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1) 外部顧客に対する売

上高 
140,455 16,871 10,678 22,798 190,803 － 190,803 

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ 1,035 26 4,650 5,712 (5,712) － 

計 140,455 17,906 10,704 27,448 196,515 (5,712) 190,803 

営業費用 129,706 16,553 10,841 25,921 183,022 (5,670) 177,352 

営業利益（又は営業

損失） 
10,749 1,353 (136) 1,527 13,493 (41) 13,451 



 （注）1. 事業区分は売上集計区分によっております。 

2. 各事業の主な内容 

不動産販売事業………中高層住宅、戸建住宅及び土地・建物の販売 

不動産管理事業………中高層住宅、オフィスビル、厚生施設などの管理運営 

不動産賃貸事業………中高層住宅、オフィスビルの賃貸及び転貸（サブリース） 

その他…………………不動産の仲介、工事、海外事業他 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年4月1日 至平成16年9月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年4月1日

至平成17年9月30日）及び前連結会計年度（自平成16年4月1日 至平成17年3月31日） 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成16年4月1日 至平成16年9月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年4月1日

至平成17年9月30日）及び前連結会計年度（自平成16年4月1日 至平成17年3月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

1株当たり純資産額 909.16円 

1株当たり中間純利益金額 63.75円 

1株当たり純資産額 △16.00円 

1株当たり中間純利益金額 △886.33円 

1株当たり純資産額 908.09円 

1株当たり当期純利益金額 43.69円 

なお、潜在株式調整後1株当たり中間純利益

金額については、新株予約権付社債等潜在株

式がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後1株当たり中間純利益

金額については、潜在株式は存在するものの

1株当たり中間純損失であるため記載してお

りません。 

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益

金額については、新株予約権付社債等潜在株

式がないため記載しておりません。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益又は中間純損失（△） 

 （百万円） 
3,670 △78,237 2,518 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － 408 4 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (4) 

普通株式に係る中間（当期）純利益(百万円) 3,670 △78,646 2,514 

期中平均株式数(株) 57,561,125 88,731,854 57,555,907 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

───────  優先株式 

第1回A種優先株式 

第1回B種優先株式  

第1回C種優先株式 

上記優先株式の概要は、

「第４ 提出会社の状況、

１.株式等の状況 (1)株式の

総数等」に記載のとおりで

あります。 

新株予約権 

第1回新株予約権 

第2回新株予約権 

第3回新株予約権 

第4回新株予約権   

第5回新株予約権  

第6回新株予約権 

上記新株予約権の概要は、

「第４ 提出会社の状況、

１.株式等の状況 (2)新株予

約権等の状況」に記載のと

おりであります。 

───────  



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年4月１日 

至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年4月１日 

至 平成17年3月31日） 

当社は、平成16年10月13日付けで東京地方裁

判所において、訴訟の提起を受けておりま

す。訴訟の内容等は以下の通りであります。 

1．訴訟の提起があった年月日 

東京地方裁判所 

平成16年10月13日 

（訴状送達日  平成16年10月26日） 

2．訴訟の内容及び損害賠償請求額 

(1)訴訟の内容 

当社が分譲いたしました横須賀市のマ

ンションにおいて、施工上の不具合等

があることが判明したことから、当該

マンションの区分所有者及び管理組合

法人に対し補修改善工事等の提案を申

し入れ、協議を行ってまいりました。

しかしながら、当社が提案する補修工

事の方法等に関して、相互間の合意を

得ることができなかったことにより、

区分所有者及び管理組合法人が瑕疵担

保責任等に基づく損害賠償を求めて提

訴に至った次第であります。 

(2)損害賠償請求額 

損害賠償額5,087百万円及び附帯する年

5％の割合による利息並びに訴訟費用。 

(3)訴訟に対する当社の意見 

当社としては、当社の提案する補修改

善工事等は第三者機関にも適切な補修

方法として評価いただいており、本訴

訟手続きを通して、原告の請求額等は

著しく過大であり、当社の提案する方

法による補修が適切であるとの主張が

認められるものと考えております。ま

た、実際の補修工事等に関しては、当

該マンションの施工会社による補修の

実施等を求めていく方針であります。 

当社の平成17年7月25日開催の取締役会及び平

成17年9月29日開催の臨時株主総会において、

資本の減少並びに資本準備金及び利益準備金

の減少について、下記のとおり決議されまし

た。 

1．資本の減少について 

(1)資本減少の目的 

平成18年3月期に生ずる予定の欠損金の一

部補填に備えるため、また資本構成の是

正を図り、今後の柔軟な資本政策の展開

を可能とするため。 

(2)減少すべき資本の額 

当社の資本の額59,503,709,488円を

48,503,709,488円減少して、

11,000,000,000円といたします。 

(3)資本減少の方法 

発行済株式総数の変更を行わず、資本の

額のみを減少します。 

(4)資本減少の効力発生日は平成17年11月1日

となっております。 

2．資本準備金及び利益準備金の減少について

(1)資本準備金及び利益準備金減少の目的 

平成18年3月期に生ずる予定の欠損金の一

部補填に備えるため、また資本構成の是

正を図り、今後の柔軟な資本政策の展開

を可能とするため。 

(2)資本準備金27,602,046,642円のうち、

24,852,046,642円を減少し、

2,750,000,000円といたします。 

(3)利益準備金177,000,000円の全額を減少し

ます。 

(4)資本準備金及び利益準備金減少の効力発

生日は平成17年11月1日となっておりま

す。 

1．当社の平成17年5月27日開催の取締役会

におきまして、第三者割当増資による新

株式（普通株式）の発行に関して決議い

たしました。その概要は次のとおりであ

ります。 

2．当社の平成17年5月27日開催の取締役会及

び平成17年6月29日開催の定時株主総会に

おきまして、第三者割当による新株式（普

通株式）の有利発行に関して決議いたしま

した。その概要は次のとおりであります。 

(1)発行株式数 普通株式 36,526,000株

(2)発行価額 1株につき 380円

(3)発行価額の総額 13,879,880,000円

(4)資本組入額 1株につき 190円

(5)申込期日   平成17年6月29日

(6)払込期日   平成17年6月29日

(7)配当起算日   平成17年4月１日

(8)割当先及び割当株式数 

株式会社リクルート 36,526,000株

(9)資金の使途 

財務の健全性を図るために借入金の返済に

充当する予定であります。 

(1)発行株式数 普通株式 64,285,000株

(2)発行価額 1株につき 140円

(3)発行価額の総額 8,999,900,000円

(4)資本組入額 1株につき 70円

(5)申込期日   平成17年6月30日

(6)払込期日   平成17年6月30日

(7)配当起算日   平成17年4月１日

(8)割当先及び割当株式数 

Unison Capital Partners

Ⅱ(F),L.P. 
34,368,000株

Unison Capital Partners

Ⅱ,L.P. 
26,345,000株

UC Astro Investor,L.P. 3,572,000株

(9)資金の使途 

財務の健全性を図るために借入金の返済に

充当する予定であります。 

 



前中間連結会計期間 

（自 平成16年4月１日 

至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年4月１日 

至 平成17年3月31日） 

─────── ─────── 3．当社の平成17年5月27日開催の取締役会及

び平成17年6月29日開催の定時株主総会に

おきまして、第三者割当による新株式（優

先株式）の有利発行に関して決議いたしま

した。その概要は次のとおりであります。 

  (1)第1回A種優先株式 

①株式の種類及び銘柄    

株式会社リクルートコスモス第1回A種優先

株式 

②発行株式数 11,500,000株

③発行価額 1株につき 1,000円

④発行価額の総額 11,500,000,000円

⑤資本組入額 1株につき 500円

⑥割当先及び割当株式数 

東京海上日動火災保険株

式会社 
4,500,000株

株式会社あおぞら銀行 4,000,000株

中央三井プライベートエ

クイティ第一号投資事業

組合 

1,500,000株

AIGエジソン生命保険株

式会社 
500,000株

エイアイジー・スター生

命保険株式会社 
500,000株

マスミューチュアル生命

保険株式会社 
400,000株

メリルリンチ日本証券株

式会社 
100,000株

⑦申込期日 平成17年6月30日

⑧払込期日 平成17年6月30日

⑨配当起算日 平成17年6月30日

⑩資金の使途 

財務の健全性を図るために借入金の返済に

充当する予定であります。 

 



前中間連結会計期間 

（自 平成16年4月１日 

至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年4月１日 

至 平成17年3月31日） 

─────── ─────── (2)第1回B種優先株式 

①株式の種類及び銘柄    

株式会社リクルートコスモス第1回B種優先

株式 

②発行株式数 10,100,000株

③発行価額 1株につき 1,000円

④発行価額の総額 10,100,000,000円

⑤資本組入額 1株につき 500円

⑥割当先及び割当株式数 

株式会社東京スター銀行 3,500,000株

中央三井プライベートエ

クイティパートナーズ投

資事業有限責任組合 

2,000,000株

オリックス株式会社 1,500,000株

株式会社あおぞら銀行 1,000,000株

中央三井プライベートエ

クイティ第一号投資事業

組合 

1,000,000株

メリルリンチ日本証券株

式会社 
400,000株

AIGエジソン生命保険株

式会社 
350,000株

エイアイジー・スター生

命保険株式会社 
350,000株

⑦申込期日 平成17年6月30日

⑧払込期日 平成17年6月30日

⑨配当起算日 平成17年6月30日

⑩資金の使途 

財務の健全性を図るために借入金の返済に

充当する予定であります。 

  (3)第1回C種優先株式 

①株式の種類及び銘柄    

株式会社リクルートコスモス第1回C種優先

株式 

②発行株式数 4,000,000株

③発行価額 1株につき 1,000円

④発行価額の総額 4,000,000,000円

⑤資本組入額 1株につき 500円

⑥割当先及び割当株式数 

中央三井プライベートエ

クイティパートナーズ投

資事業有限責任組合 

2,000,000株

株式会社あおぞら銀行 500,000株

オリックス株式会社 500,000株

中央三井プライベートエ

クイティ第一号投資事業

組合 

500,000株

東京海上日動火災保険株

式会社 
500,000株

⑦申込期日 平成17年6月30日

⑧払込期日 平成17年6月30日

⑨配当起算日 平成17年6月30日

⑩資金の使途 

財務の健全性を図るために借入金の返済に

充当する予定であります。 

 



前中間連結会計期間 

（自 平成16年4月１日 

至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年4月１日 

至 平成17年3月31日） 

─────── ─────── 4．当社の平成17年5月27日開催の取締役会及

び平成17年6月29日開催の定時株主総会に

おきまして、第三者割当による新株予約権

の有利発行に関して決議いたしました。そ

の概要は次のとおりであります。 

  (1)第1回新株予約権 

①新株予約権の名称              

株式会社リクルートコスモス第1回新株予

約権 

②発行する新株予約権の総数 

8,860個（1個当たり付与株式数1,000株）

③新株予約権の発行価額 無償 

④新株予約権の目的たる株式の種類 

普通株式 

⑤新株予約権の目的たる株式の数 

8,860,000株 

⑥新株予約権の行使に際して払込をすべき 

金額   新株予約権1個につき  140,000円 

⑦新株予約権の行使により発行する株式の 

発行価額 1株につき    140円 

⑧新株予約権の行使により発行する株式の 

発行価額の総額 1,240,400,000円 

⑨新株予約権の行使により株式を発行する場 

合の資本組入額 1株につき     70円 

⑩新株予約権の権利行使期間 

平成17年9月30日から平成27年6月29日まで 

⑪新株予約権の割当先及び割当数 

東京海上日動火災保険株式

会社 
3,467個 

株式会社あおぞら銀行 3,082個 

中央三井プライベートエク

イティ第一号投資事業組合 
1,156個 

AIGエジソン生命保険株式会

社 
385個 

エイアイジー・スター生命

保険株式会社 
385個 

マスミューチュアル生命保

険株式会社 
308個 

メリルリンチ日本証券株式

会社 
77個 

⑫新株予約権の申込期日    平成17年6月30日

⑬新株の配当起算日        

新株予約権の行使が毎年4月1日から9月30日

までになされたときは当該年の4月1日に、

毎年10月1日から翌年3月31日までになされ

たときは当該年の10月1日に、それぞれ当該

株式の発行があったものとみなしてこれを

支払う。 

⑭資金の使途 

財務の健全性を図るために借入金の返済及

び運転資金に充当する予定であります。 

 



前中間連結会計期間 

（自 平成16年4月１日 

至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年4月１日 

至 平成17年3月31日） 

─────── ─────── (2)第2回新株予約権 

①新株予約権の名称              

株式会社リクルートコスモス第2回新株予

約権 

②発行する新株予約権の総数 

5,212個（1個当たり付与株式数1,000株）

③新株予約権の発行価額 無償 

④新株予約権の目的たる株式の種類 

普通株式 

⑤新株予約権の目的たる株式の数 

5,212,000株 

⑥新株予約権の行使に際して払込をすべき 

金額   新株予約権1個につき  140,000円 

⑦新株予約権の行使により発行する株式の 

発行価額 1株につき    140円 

⑧新株予約権の行使により発行する株式の 

発行価額の総額 729,680,000円 

⑨新株予約権の行使により株式を発行する場 

合の資本組入額 1株につき     70円 

⑩新株予約権の権利行使期間 

平成17年9月30日から平成24年6月29日まで 

⑪新株予約権の割当先及び割当数 

株式会社東京スター銀行 1,806個 

中央三井プライベートエクイ

ティパートナーズ投資事業有

限責任組合 

1,032個 

オリックス株式会社 774個 

株式会社あおぞら銀行 516個 

中央三井プライベートエクイ

ティ第一号投資事業組合 
516個 

メリルリンチ日本証券株式会

社 
206個 

AIGエジソン生命保険株式会社 181個 

エイアイジー・スター生命保

険株式会社 
181個 

⑫新株予約権の申込期日    平成17年6月30日

⑬新株の配当起算日        

新株予約権の行使が毎年4月1日から9月30日

までになされたときは当該年の4月1日に、

毎年10月1日から翌年3月31日までになされ

たときは当該年の10月1日に、それぞれ当該

株式の発行があったものとみなしてこれを

支払う。 

⑭資金の使途 

財務の健全性を図るために借入金の返済及

び運転資金に充当する予定であります。 

 



前中間連結会計期間 

（自 平成16年4月１日 

至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年4月１日 

至 平成17年3月31日） 

─────── ─────── 5．当社の平成17年5月27日開催の取締役会及

び平成17年6月29日開催の定時株主総会に

おきまして、当社の取締役、監査役及び従

業員に対して、商法第280条ノ20及び商法

第280条ノ21の規定に基づき、ストックオ

プションとして新株予約権の付与を行うこ

とを決議いたしました。その概要は次のと

おりであります。 

  

取締役会において決定する。 

(1)発行する新株予約権の総数            

4,168個（１個当たり付与株式数1,000株）

を上限とする。 

(2)新株予約権の発行価額 無償 

(3)新株予約権の目的たる株式の種類 

普通株式 

(4)新株予約権の目的たる株式の数  

4,168,000株を上限とする。

(5)新株予約権の行使に際して払込みをすべ

き金額及び新株予約権の行使により発行

する株式の発行価額 

新株予約権の行使により発行又は移転す

る株式１株当たりの払込金額に付与株式

数を乗じた金額とする。 

払込価額は、新株予約権を発行する日に

先立つ45取引日目に始まる30取引日のジ

ャスダック証券取引所における当社の普

通株式の普通取引の毎日の終値の平均値

とし、１円未満の端数は切り上げる。な

お、その金額が発行日の終値を下回る場

合は、当該終値を払込価額とする。 

(6)新株予約権の権利行使期間 

発行日の翌日から平成27年6月28日までの

範囲内で当社取締役会が定めるものとす

る。 

(7)資金の使途  

財務の健全性を図るために借入金の返済

及び運転資金に充当する予定でありま

す。 

(8)その他の条件 

 



前中間連結会計期間 

（自 平成16年4月１日 

至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年4月１日 

至 平成17年3月31日） 

─────── ─────── 6．当社の平成17年5月27日開催の当社の取締

役会におきまして、リクルートグループと

の資本関係を解消し、株式会社リクルー

ト、株式会社リクルートメディアコミュニ

ケーションズ、株式会社リクルートエイブ

リックの三者が保有する当社株式と株式会

社リクルートへの第三者割当による当社株

式とを併せた全株式（54,220千株）を当社

へ無償譲渡することを含む「最終合意書」

を、株式会社リクルート並びに

Unison Capital PartnersⅡ,L.P. 、

Unison Capital PartnersⅡ(F),L.P. 、

UC Astro Investor,L.P. との間で締結す

ることを決議しました。これに関連して、

同取締役会におきまして当社の保有する株

式会社リクルートの全株式を譲渡するこ

と、また平成17年5月27日開催の連結子会

社株式会社コスモスライフの取締役会にお

きまして、連結子会社株式会社コスモスラ

イフの保有する株式会社リクルートの全株

式を譲渡することを決議いたしました。そ

の概要は次のとおりであります。 

  (1)譲渡資産の内容 

株式会社リクルート株式  2,724千株 

（簿価17,851百万円）

(2)譲渡価額  20,430百万円 

(3)譲渡先 

株式会社リクルートメディアコミュニケー

ションズ 

(4)譲渡時期 契約日：平成17年6月28日 

 受渡日：平成17年6月29日 

なお、上記株式譲渡の結果、投資有価証券

売却益2,578百万円を見込んでおります。 

  7．平成17年5月27日開催の当社の取締役会に

おきまして、株式会社リクルート並びに

Unison Capital  Partners Ⅱ,L.P. 、

Unison Capital PartnersⅡ(F),L.P. 、

UC Astro Investor,L.P. との間でリクル

ートグループとの資本関係を解消すること

を含む「最終合意書」の締結を決議し、平

成17年6月27日開催の連結子会社株式会社

コスモスライフの定時株主総会におきまし

て、株式会社リクルートの保有する株式会

社コスモスライフの全株式を、自己株式と

して直接取得することを決議いたしまし

た。その概要は次のとおりであります。 

  (1)取得する株式の数 30,000株 

(2)取得価額   264百万円 

(3)取得時期 契約日：平成17年6月28日 

 受渡日：平成17年6月29日 



(2)【その他】 

訴訟 

当社が分譲いたしました横須賀市のマンションにおいて、施工上の不具合等があることが判明したことから、

当該マンションの区分所有者及び管理組合法人に対し補修改善工事等の提案を申し入れ、協議を行ってまいりま

した。しかしながら、当社が提案する補修工事の方法等に関して、相互間の合意を得ることができなかったこと

により、区分所有者及び管理組合法人が瑕疵担保責任等に基づき損害賠償を求めて平成16年10月13日に東京地方

裁判所に提訴しております。請求額は、損害賠償額5,087百万円及び附帯する年5％の割合による利息並びに訴訟

費用であり、現在係争中であります。 

当社としては、当社の提案する補修改善工事等は第三者機関にも適切な補修方法として評価いただいており、

本訴訟手続きを通して、原告の請求額等は著しく過大であり、当社の提案する方法による補修が適切であるとの

主張が認められるものと考えております。また、実際の補修工事等に関しては、当該マンションの施工会社によ

る補修の実施等を求めていく方針であります。 



２【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金 ※5 14,193   14,105   19,251   

売掛金  2,352   2,959   2,217   

たな卸資産 ※2 106,599   92,858   139,376   

販売用不動産前渡
金 

※2 14,346   12,906   10,051   

繰延税金資産  2,343   2,424   2,407   

その他  17,037   3,828   14,816   

貸倒引当金  △51   △19   △59   

流動資産合計   156,820 60.7  129,062 75.4  188,061 65.8 

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産           

建物 
※1 
※2 

7,553   2,147   6,062   

土地 ※2 29,260   8,459   23,608   

その他 
※1 
※2 

456   163   303   

有形固定資産合計  37,270  14.4 10,769  6.3 29,974  10.5 

無形固定資産 ※2 561  0.2 455  0.3 213  0.1 

投資その他の資産           

投資有価証券 ※2 41,508   12,261   47,828   

関係会社株式   ―   10,468   10,468   

更生債権その他
これに準ずる債
権 

 35,257   41,519   35,428   

繰延税金資産  3,064   1,906   2,655   

その他  19,586   6,594   7,052   

貸倒引当金  △35,702   △41,964   △35,881   

投資その他の資産
合計  63,714  24.7 30,785  18.0 67,552  23.6 

固定資産合計   101,546 39.3  42,011 24.6  97,739 34.2 

資産合計   258,366 100.0  171,073 100.0  285,801 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形  23,537   32,515   37,542   

短期借入金 
※3 
※4 

96,099   32,772   100,661   

未払法人税等  95   103   166   

預り金  10,391   4,562   14,201   

賞与引当金  500   765   686   

不動産特定共同事
業預り金 

  ―   10,500   12,100   

その他  21,948   16,251   16,731   

流動負債合計   152,572 59.0  97,470 57.0  182,090 63.7 

Ⅱ 固定負債           

長期借入金 
※3 
※4 

52,401   48,825   51,897   

退職給付引当金  850   913   895   

役員退職慰労引当
金  215   203   226   

事業損失引当金  356   3,000   273   

その他  3,474   3,176   3,377   

固定負債合計   57,298 22.2  56,118 32.8  56,669 19.8 

負債合計   209,870 81.2  153,589 89.8  238,760 83.5 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   35,238 13.6  59,539 34.8  35,238 12.3 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  3,336   27,638   3,336   

資本剰余金合計   3,336 1.3  27,638 16.2  3,336 1.2 

Ⅲ 利益剰余金           

利益準備金  177   177   177   

任意積立金  4,500   4,500   4,500   

中間（当期）未処
分利益又は中間未
処理損失（△） 

 3,868   △77,286   1,932   

利益剰余金合計   8,545 3.3  △72,609 △42.5  6,609 2.3 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   1,387 0.6  2,938 1.7  1,874 0.7 

Ⅴ 自己株式 ※7  △13 △0.0  △22 △0.0  △18 △0.0 

資本合計   48,495 18.8  17,484 10.2  47,040 16.5 

負債資本合計   258,366 100.0  171,073 100.0  285,801 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前事業年度の要約損益計算書 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収益   63,088 100.0  90,632 100.0  148,954 100.0 

Ⅱ 営業原価   49,616 78.6  70,906 78.2  120,895 81.2 

営業総利益   13,472 21.4  19,726 21.8  28,059 18.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   8,827 14.0  10,766 11.9  17,715 11.9 

営業利益   4,645 7.4  8,959 9.9  10,343 6.9 

Ⅳ 営業外収益 ※1  392 0.6  381 0.4  526 0.4 

Ⅴ 営業外費用 ※2  1,908 3.0  2,280 2.5  4,005 2.7 

経常利益   3,128 5.0  7,059 7.8  6,864 4.6 

Ⅵ 特別利益 ※3  178 0.3  1,864 2.0  143 0.1 

Ⅶ 特別損失 
※4 
※6  24 0.1  88,127 97.2  5,640 3.8 

税引前中間（当
期）純利益又は税
引前中間純損失
（△） 

  3,282 5.2  △79,203 △87.4  1,368 0.9 

法人税、住民税及
び事業税  17   12   28   

法人税等調整額  10 27 0.0 2 14 0.0 21 49 0.0 

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

  3,255 5.2  △79,218 △87.4  1,318 0.9 

前期繰越利益   613   1,932   613  

中間（当期）未処
分利益又は中間未
処理損失（△） 

  3,868   △77,286   1,932  

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

1．資産の評価基準及び評価方法 1．資産の評価基準及び評価方法 1．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 (1)有価証券 (1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

時価のあるもの 

同左 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2)デリバティブ 

─────── 

(2)デリバティブ 

時価法 

(2)デリバティブ 

同左 

(3)たな卸資産 

個別法による原価法 

(3)たな卸資産 

同左 

(3)たな卸資産 

同左 

2．固定資産の減価償却の方法 2．固定資産の減価償却の方法 2．固定資産の減価償却の方法 

(1)賃貸用有形固定資産 

定額法 

(1)賃貸用有形固定資産 

同左 

(1)賃貸用有形固定資産 

同左 

(2)上記以外の有形固定資産 

定率法 

(2)上記以外の有形固定資産 

同左 

(2)上記以外の有形固定資産 

同左 

(3)自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間(5

年)に基づく定額法 

(3)自社利用のソフトウェア 

同左 

(3)自社利用のソフトウェア 

同左 

(4)上記以外の無形固定資産 

定額法 

(4)上記以外の無形固定資産 

同左 

(4)上記以外の無形固定資産 

同左 

(5)長期前払費用 

期限内均等償却法 

(5)長期前払費用 

同左 

(5)長期前払費用 

同左 

3．繰延資産の処理方法 3．繰延資産の処理方法 3．繰延資産の処理方法 

─────── 新株発行費は支出時に全額費用

として処理しております。 

─────── 

4．引当金の計上基準 4．引当金の計上基準 4．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒れに備えるため、一

般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与の支払いに備える

ため、実際支払い額を見積り当

中間会計期間負担額を計上して

おります。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与の支払いに備える

ため、実際支払い額を見積り当

期負担額を計上しております。 

 



前中間会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

数理計算上の差異については、

それぞれ発生の翌期から5年の

定額法により按分した額を費用

処理することとしております。 

(3)退職給付引当金 

同左 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

数理計算上の差異については、

それぞれ発生の翌期から5年の

定額法により按分した額を費用

処理することとしております。 

（追加情報） 

当社は、確定給付企業年金法の

施行に伴い、厚生年金基金の代

行部分につきまして、平成15年

1月17日に厚生労働大臣から将

来分支給義務免除の認可を受

け、平成16年9月1日に過去分返

上の認可を受けております。 

当社は「退職給付会計に関する

実務指針（中間報告）」（日本

公認会計士協会会計制度委員会

報告第13号）第47-2項に定める

経過措置を適用し、当該将来分

支給義務免除の認可の日におい

て代行部分に係る退職給付債務

と返還相当額の年金資産を消滅

したものとみなして処理してお

ります。 

なお、当中間会計期間末におけ

る返還相当額は1,578百万円で

あります。 

（追加情報） 

当社は、確定給付企業年金法の

施行に伴い、厚生年金基金の代

行部分につきまして、厚生労働

大臣から平成16年9月1日に過去

分返上の認可を受け、平成17年

9月29日に国に返還額（最低責

任準備金）の納付を行いまし

た。 

なお、当社は「退職給付会計に

関する実務指針（中間報告）」

（日本公認会計士協会会計制度

委員会報告第13号）第47-2項に

定める経過措置を適用し、平成

15年1月17日の将来分支給義務

免除の認可の日において代行部

分に係る退職給付債務と返還相

当額の年金資産を消滅したもの

とみなして処理しております。 

（追加情報） 

当社は、確定給付企業年金法の

施行に伴い、厚生年金基金の代

行部分につきまして、平成15年

1月17日に厚生労働大臣から将

来分支給義務免除の認可を受

け、平成16年9月1日に過去返上

の認可を受けております。 

当社は「退職給付会計に関する

実務指針（中間報告）」（日本

公認会計士協会会計制度委員会

報告第13号）第47-2項に定める

経過措置を適用し、当該将来分

支給義務免除の認可の日におい

て代行部分に係る退職給付債務

と返還相当額の年金資産を消滅

したものとみなして処理してお

ります。 

当期末における返還相当額は

1,569百万円であります。 

(4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払いに備

えるため、内規に基づく中間会

計期間末要支給額を計上してお

ります。 

(4)役員退職慰労引当金 

同左 

(4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払いに備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

(5)事業損失引当金 

子会社の開発事業に係る損失に

備えるため、追加見込負担額を

計上しております。 

(5)事業損失引当金 

同左 

(5)事業損失引当金 

同左 

5．外貨建の資産及び負債の本邦通貨

への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

5．外貨建の資産及び負債の本邦通貨

への換算基準 

同左 

5．外貨建の資産及び負債の本邦通貨

への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により、円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 



前中間会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

6．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

6．リース取引の処理方法 

同左 

6．リース取引の処理方法 

同左 

7．ヘッジ会計の方法 7．ヘッジ会計の方法 7．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては特例処

理の要件を満たしておりますの

で、当該処理を採用しておりま

す。 

(1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理 

なお、金利スワップの特例処理

の要件を満たすものについて

は、当該処理を採用しておりま

す。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 借入金 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  同左 

ヘッジ対象 同左 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  同左 

ヘッジ対象 同左 

(3)ヘッジ方針 

負債に係る金利変動リスクを回

避するためにデリバティブ取引

を利用しております。 

なお、投機目的によるデリバテ

ィブ取引は行わない方針であり

ます。 

(3)ヘッジ方針 

同左 

(3)ヘッジ方針 

同左 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップについては特例処

理の要件を満たしており、その

判定をもって有効性評価の判定

に代えております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時

点までの期間において、ヘッジ

対象の相場変動またはキャッシ

ュ・フロー変動とヘッジ手段の

相場変動またはキャッシュ・フ

ロー変動との累計を比較し、両

者の変動額等を基礎にして判定

しております。ただし特例処理

の要件を満たしている金利スワ

ップについては、その判定をも

って有効性評価の判定に代えて

おります。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

8．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

8．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

8．その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。ただ

し、資産に係る控除対象外消費税

等は、発生事業年度の期間費用と

して処理しております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日） 

前会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

─────── 固定資産の減損に係る会計基準 

当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税引前中

間純損失は19,129百万円増加しておりま

す。なお、減損損失累計額については、改

正後の中間財務諸表規則に基づき当該各資

産の金額から直接控除しております。 

─────── 

前中間会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

─────── 中間貸借対照表 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律第97号）に

より、証券取引法第2条第2項において、投資事業有限責任組合及び

これに類する組合への出資を有価証券とみなすこととされたことに

伴い、前中間会計期間まで流動資産の「その他」に含めていた匿名

組合出資金を、当中間会計期間末より「投資有価証券」に計上して

おります。 

なお、当中間会計期間末の「投資有価証券」に含まれる当該出資の

額は、3,749百万円であります。また、前中間会計期間末における

「流動資産の「その他」に含まれている当該出資の額は、5,155百

万円であります。 

前中間会計期間まで、投資その他の資産の「その他」に含めて表示

しておりました子会社株式（前中間会計期間末10,561百万円）は、

当中間会計期間末において資産の総額の100分の5を超えたため「関

係会社株式」に区分掲記しております。 

前中間会計期間まで、流動負債の「その他」に含めて表示しており

ました「不動産特定共同事業預り金」（前中間会計期間末8,300百

万円）は、当中間会計期間末において負債及び資本の総額の100分

の5を超えたため区分掲記しております。 



追加情報 

前中間会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第9号）が平成15年3月31日

に公布され、平成16年4月1日以後に開始す

る事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年2月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号）に従い法人事業

税の付加価値割及び資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が77百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税引

前中間純利益が、77百万円減少しておりま

す。 

─────── 「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第9号）が平成15年3月31日に公布

され、平成16年4月1日以後に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当期から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年2月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従

い法人事業税の付加価値割及び資本割につい

ては、販売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

 この結果、販売費及び一般管理費が138百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益が、138百万円減少しておりま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前事業年度末 
（平成17年3月31日） 

※1．有形固定資産の減価償却累計額 ※1．有形固定資産の減価償却累計額 ※1．有形固定資産の減価償却累計額 

5,248百万円 3,259百万円 4,669百万円 

※2．担保に供されている資産 ※2．担保に供されている資産 ※2．担保に供されている資産 

たな卸資産 87,167百万円 

販売用不動産前渡

金 
6,101百万円 

建物 7,287百万円 

土地 29,236百万円 

有形固定資産その

他 
144百万円 

無形固定資産 337百万円 

投資有価証券 20,376百万円 

計 150,652百万円 

たな卸資産 56,046百万円 

販売用不動産前渡

金 
9,423百万円 

計 65,469百万円 

たな卸資産 101,555百万円 

販売用不動産前渡

金 
8,289百万円 

建物 5,810百万円 

土地 23,585百万円 

有形固定資産その

他 
110百万円 

投資有価証券 21,000百万円 

計 160,352百万円 

※3．上記※2に対する担保付債務 ※3．上記※2に対する担保付債務 ※3．上記※2に対する担保付債務 

短期借入金 74,129百万円 

長期借入金 47,382百万円 

計 121,511百万円 

短期借入金 26,872百万円 

長期借入金 25,655百万円 

計 52,527百万円 

短期借入金 77,244百万円 

長期借入金 45,223百万円 

計 122,467百万円 

※4．         ─────── ※4．上記3以外に、短期借入金5,900百万円

及び長期借入金23,170百万円につい

て、下記の資産に対する担保留保条項

が付されております。 

※4．         ─────── 

 たな卸資産 11,804百万円 

販売用不動産前渡

金 
824百万円 

建物 516百万円 

土地 2,190百万円 

有形固定資産その

他 
93百万円 

計 15,429百万円 

 

※5．現金及び預金65百万円が銀行から受けて

いる保証に対して担保に供されておりま

す。また、現金及び預金45百万円が開発

事業の等価交換契約に基づく債務に対し

て担保に供されております。 

※5．現金及び預金45百万円が開発事業の等

価交換契約に基づく債務に対して担保

に供されております。 

※5．現金及び預金45百万円が開発事業の等

価交換契約に基づく債務に対して担保

に供されております。 

 



前中間会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前事業年度末 
（平成17年3月31日） 

6．偶発債務 6．偶発債務 6．偶発債務 

(1)顧客等の金融機関借入金等について、

下記の債務保証を行っております。 

(1)顧客等の金融機関借入金等につい

て、下記の債務保証を行っておりま

す。 

(1)顧客等の金融機関借入金等につい

て、下記の債務保証を行っておりま

す。 

被保証者 
保証額 
（百万円） 

顧客住宅ローン連帯
保証債務 

22,461 

㈱シーエーピー 1,600 

㈲シーエーエム・フ
ォー武蔵小杉 

2,181 

ＲＣ武蔵小杉特定目
的会社 

110 

㈱コスモスモア 8 

東急建設㈱ 4 

計 26,365 

被保証者 
保証額 
（百万円） 

顧客住宅ローン連帯
保証債務 

19,894 

㈲コスモスアセット
マネジメント・スリ
ー 

5,940 

ＲＣ武蔵小杉特定目
的会社 

110 

㈱コスモスモア 13 

東急建設㈱ 18 

計 25,976 

被保証者 
保証額 
（百万円） 

顧客住宅ローン連帯
保証債務 

25,776 

㈱シーエーピー 1,200 

㈲コスモスアセット
マネジメント・スリ
ー 

5,940 

㈲シーエーエム・フ
ォー武蔵小杉 

2,181 

ＲＣ武蔵小杉特定目
的会社 

110 

㈱コスモスモア 137 

東急建設㈱ 77 

計 35,422 

(2)下記の会社に対して支払保証を行って

おります。 

(2)下記の会社に対して不動産売買予約

を行っております。 

(2)下記の会社に対して不動産売買予約

を行っております。 

被保証者 
保証額 
（百万円） 

アール・シーひばり
ヶ丘特定目的会社 

4,600 

被保証者 
保証額 
（百万円） 

ＲＣ武蔵小杉特定目
的会社 

7,467 

㈲ＣＡＭ５ 2,190 

計 9,658 

被保証者 
保証額 
（百万円） 

ＲＣ武蔵小杉特定目
的会社 

7,467 

㈲ＣＡＭ５ 7,987 

計 15,455 

(3)下記の会社に対して信託受益権売買予

約を行っております。 

  

被保証者 
保証額 
（百万円） 

㈲ＣＡＭ宮崎台 6,631 

  

(4)下記の会社に対して不動産売買予約を

行っております。 

  

被保証者 
保証額 
（百万円） 

ＲＣ武蔵小杉特定目
的会社 

7,467 

  

※7.          ───────   ※7.  無償で取得した自己株式数 

普通株式            54,220,000株 

※7.          ─────── 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年9月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年9月１日 
 至 平成17年3月31日) 

※1．営業外収益のうち重要なもの ※1．営業外収益のうち重要なもの ※1．営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 5百万円 

受取配当金 240百万円 

施設賃貸料 85百万円 

受取利息 3百万円 

受取配当金 245百万円 

施設賃貸料 82百万円 

受取利息 10百万円 

受取配当金 251百万円 

施設賃貸料 171百万円 

※2．営業外費用のうち重要なもの ※2．営業外費用のうち重要なもの ※2．営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 1,749百万円 

貸倒引当金繰入額 40百万円 

支払利息 1,379百万円 

新株発行費 192百万円 

シンジケートローン

手数料 

435百万円 

貸倒引当金繰入額 33百万円 

支払利息 3,664百万円 

貸倒引当金繰入額 111百万円 

※3．特別利益のうち重要なもの ※3．特別利益のうち重要なもの ※3．特別利益のうち重要なもの 

貸倒引当金戻入益 178百万円 投資有価証券売却益 1,820百万円 

貸倒引当金戻入益 44百万円 

貸倒引当金戻入益 143百万円 

※4．特別損失のうち重要なもの ※4．特別損失のうち重要なもの ※4．特別損失のうち重要なもの 

ゴルフ会員権売却損 23百万円 減損損失 19,129百万円 

販売用不動産評価損 44,655百万円 

投資用有価証券売却

損 
15,512百万円 

貸倒引当金繰入額 6,000百万円 

事業損失等引当金繰

入額 
2,790百万円 

固定資産売却損 5,616百万円 

ゴルフ会員権売却損 23百万円 

5．減価償却実施額 5．減価償却実施額 5．減価償却実施額 

有形固定資産 208百万円 

無形固定資産 23百万円 

有形固定資産 89百万円 

無形固定資産 27百万円 

有形固定資産 409百万円 

無形固定資産 48百万円 

 



前中間会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年9月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年9月１日 
 至 平成17年3月31日) 

※6．         ─────── ※6．減損損失 

当中間会計期間において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上いたし

ました。 

※6．         ─────── 

  主な用途 種類  場所  

賃貸資産

その他 

建物、土

地、その他  

千葉県市川

市他  

 

  当社は、原則として個別の物件ごとにグル

ーピングし固定資産の減損を検討いたしま

した。その結果、近年の継続的な地価下落

に伴い帳簿価格に対し時価が著しく下落し

ている資産及び、賃料水準の低下や市況の

悪化等により収益性が著しく低下した資産

について、帳簿価格を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（19,129百万

円）として特別損失に計上いたしました。

その内訳は建物3,863百万円、土地15,148

百万円、その他117百万円であります。 

なお、当社の回収可能価額は正味売却価額

または使用価値により測定しており、正味

売却価額は、主として不動産鑑定士による

鑑定評価額を使用しており、使用価値は将

来キャッシュ・フローを8％で割り引いて

計算しております。 

  

7．         ─────── 7．販売用不動産評価損 

当中間会計期間において資産の再構築プラ

ンに基づき、たな卸資産及び販売用不動産

前渡金につき、開発計画及び売却時期の大

幅な変更を行い、評価を改めて見直した結

果、損失が見込まれる額を計上したもので

あります。 

7．         ─────── 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

借主側 借主側 借主側 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

工具器
具及び
備品 

51 25 26 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

工具器
具及び
備品 

40 30 9 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

工具器
具及び
備品 

51 32 18 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してお

ります。 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 15百万円 

１年超 10百万円 

合計 26百万円 

１年内 7百万円 

１年超 2百万円 

合計 9百万円 

１年内 13百万円 

１年超 5百万円 

合計 18百万円 

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(3)支払リース料、減価償却費相当額 (3)支払リース料、減価償却費相当額 (3)支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 7百万円 

減価償却費相当額 7百万円 

支払リース料 6百万円 

減価償却費相当額 6百万円 

支払リース料 15百万円 

減価償却費相当額 15百万円 

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

2. オペレーティング・リース取引 2. オペレーティング・リース取引 2. オペレーティング・リース取引 

借主側 借主側 借主側 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

1年内 2,312百万円 

1年超 11,727百万円 

合計 14,040百万円 

1年内 2,192百万円 

1年超 9,618百万円 

合計 11,810百万円 

１年内 2,549百万円 

１年超 11,166百万円 

合計 13,715百万円 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

次へ  

前中間会計期間 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

1株当たり純資産額 842.54円 

1株当たり中間純利益金額 56.54円 

1株当たり純資産額 △81.34円 

1株当たり中間純利益金額 △897.38円 

1株当たり純資産額 817.47円 

1株当たり当期純利益金額 22.90円 

なお、潜在株式調整後1株当たり中間純利益金

額については、新株予約権付社債等潜在株式

がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後1株当たり中間純利益

金額については、潜在株式は存在するものの

1株当たり中間純損失であるため記載してお

りません。 

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益

金額については、新株予約権付社債等潜在株

式がないため記載しておりません。 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年4月１日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年4月１日 
 至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年4月１日 
 至 平成17年3月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益又は中間純損失（△） 

（百万円） 
3,255 △79,218 1,318 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － 408 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (－) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

(百万円) 
3,255 △79,627 1,318 

期中平均株式数(株) 57,561,125 88,731,854 57,555,907 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益金額の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

───────  優先株式 

第1回A種優先株式   

第1回B種優先株式  

第1回C種優先株式 

上記優先株式の概要は、第

４ 提出会社の状況、１.株式

等の状況 (1)株式の総数等」

に記載のとおりであります。 

新株予約権 

第1回新株予約権 

第2回新株予約権 

第3回新株予約権 

第4回新株予約権   

第5回新株予約権 

第6回新株予約権 

上記新株予約権の概要は、

「第４ 提出会社の状況、１.

株式等の状況 (2) 新株予約

権等の状況」に記載のとおり

であります。 

───────  



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自 平成16年4月１日 

至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年4月１日 

至 平成17年3月31日） 

当社は、平成16年10月13日付けで東京地方裁

判所において、訴訟の提起を受けておりま

す。訴訟の内容等は以下の通りであります。 

1．訴訟の提起があった年月日 

東京地方裁判所 

平成16年10月13日 

（訴状送達日  平成16年10月26日） 

2．訴訟の内容及び損害賠償請求額 

(1)訴訟の内容 

当社が分譲いたしました横須賀市のマ

ンションにおいて、施工上の不具合等

があることが判明したことから、当該

マンションの区分所有者及び管理組合

法人に対し補修改善工事等の提案を申

し入れ、協議を行ってまいりました。

しかしながら、当社が提案する補修工

事の方法等に関して、相互間の合意を

得ることができなかったことにより、

区分所有者及び管理組合法人が瑕疵担

保責任等に基づく損害賠償を求めて提

訴に至った次第であります。 

(2)損害賠償請求額 

損害賠償額5,087百万円及び附帯する年

5％の割合による利息並びに訴訟費用。 

(3)訴訟に対する当社の意見 

当社としては、当社の提案する補修改

善工事等は第三者機関にも適切な補修

方法として評価いただいており、本訴

訟手続きを通して、原告の請求額等は

著しく過大であり、当社の提案する方

法による補修が適切であるとの主張が

認められるものと考えております。ま

た、実際の補修工事等に関しては、当

該マンションの施工会社による補修の

実施等を求めていく方針であります。 

平成17年7月25日開催の取締役会及び平成17年

9月29日開催の臨時株主総会において、資本の

減少並びに資本準備金及び利益準備金の減少

について、下記のとおり決議されました。 

1．資本の減少について 

(1)資本減少の目的 

平成18年3月期に生ずる予定の欠損金の一

部補填に備えるため、また資本構成の是

正を図り、今後の柔軟な資本政策の展開

を可能とするため。 

(2)減少すべき資本の額 

当社の資本の額59,503,709,488円を

48,503,709,488円減少して、

11,000,000,000円といたします。 

(3)資本減少の方法 

発行済株式総数の変更を行わず、資本の

額のみを減少します。 

(4)資本減少の効力発生日は平成17年11月1日

となっております。 

2．資本準備金及び利益準備金の減少について

(1)資本準備金及び利益準備金減少の目的 

平成18年3月期に生ずる予定の欠損金の一

部補填に備えるため、また資本構成の是

正を図り、今後の柔軟な資本政策の展開

を可能とするため。 

(2)資本準備金27,602,046,642円のうち、

24,852,046,642円を減少し、

2,750,000,000円といたします。 

(3)利益準備金177,000,000円の全額を減少し

ます。 

(4)資本準備金及び利益準備金減少の効力発

生日は平成17年11月1日となっておりま

す。 

1．平成17年5月27日開催の取締役会におき

まして、第三者割当増資による新株式

（普通株式）の発行に関して決議いたし

ました。その概要は次のとおりでありま

す。 

2．当社の平成17年5月27日開催の取締役会及

び平成17年6月29日開催の定時株主総会に

おきまして、第三者割当による新株式（普

通株式）の有利発行に関して決議いたしま

した。その概要は次のとおりであります。 

(1)発行株式数 普通株式 36,526,000株

(2)発行価額 1株につき 380円

(3)発行価額の総額 13,879,880,000円

(4)資本組入額 1株につき 190円

(5)申込期日   平成17年6月29日

(6)払込期日   平成17年6月29日

(7)配当起算日   平成17年4月１日

(8)割当先及び割当株式数 

株式会社リクルート 36,526,000株

(9)資金の使途 

財務の健全性を図るために借入金の返済に

充当する予定であります。 

(1)発行株式数 普通株式 64,285,000株

(2)発行価額 1株につき 140円

(3)発行価額の総額 8,999,900,000円

(4)資本組入額 1株につき 70円

(5)申込期日   平成17年6月30日

(6)払込期日   平成17年6月30日

(7)配当起算日   平成17年4月１日

(8)割当先及び割当株式数 

Unison Capital Partners

Ⅱ(F),L.P. 
34,368,000株

Unison Capital Partners

Ⅱ,L.P. 
26,345,000株

UC Astro Investor,L.P. 3,572,000株

(9)資金の使途 

財務の健全性を図るために借入金の返済に

充当する予定であります。 

 



前中間会計期間 

（自 平成16年4月１日 

至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年4月１日 

至 平成17年3月31日） 

─────── ─────── 3．平成17年5月27日開催の取締役会及び平成

17年6月29日開催の定時株主総会におきま

して、第三者割当による新株式（優先株

式）の有利発行に関して決議いたしまし

た。その概要は次のとおりであります。 

  (1)第1回A種優先株式 

①株式の種類及び銘柄    

株式会社リクルートコスモス第1回A種優先

株式 

②発行株式数 11,500,000株

③発行価額 1株につき 1,000円

④発行価額の総額 11,500,000,000円

⑤資本組入額 1株につき 500円

⑥割当先及び割当株式数 

東京海上日動火災保険株

式会社 
4,500,000株

株式会社あおぞら銀行 4,000,000株

中央三井プライベートエ

クイティ第一号投資事業

組合 

1,500,000株

AIGエジソン生命保険株

式会社 
500,000株

エイアイジー・スター生

命保険株式会社 
500,000株

マスミューチュアル生命

保険株式会社 
400,000株

メリルリンチ日本証券株

式会社 
100,000株

⑦申込期日 平成17年6月30日

⑧払込期日 平成17年6月30日

⑨配当起算日 平成17年6月30日

⑩資金の使途 

財務の健全性を図るために借入金の返済に

充当する予定であります。 

 



前中間会計期間 

（自 平成16年4月１日 

至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年4月１日 

至 平成17年3月31日） 

─────── ─────── (2)第1回B種優先株式 

①株式の種類及び銘柄    

株式会社リクルートコスモス第1回B種優先

株式 

②発行株式数 10,100,000株

③発行価額 1株につき 1,000円

④発行価額の総額 10,100,000,000円

⑤資本組入額 1株につき 500円

⑥割当先及び割当株式数 

株式会社東京スター銀行 3,500,000株

中央三井プライベートエ

クイティパートナーズ投

資事業有限責任組合 

2,000,000株

オリックス株式会社 1,500,000株

株式会社あおぞら銀行 1,000,000株

中央三井プライベートエ

クイティ第一号投資事業

組合 

1,000,000株

メリルリンチ日本証券株

式会社 
400,000株

AIGエジソン生命保険株

式会社 
350,000株

エイアイジー・スター生

命保険株式会社 
350,000株

⑦申込期日 平成17年6月30日

⑧払込期日 平成17年6月30日

⑨配当起算日 平成17年6月30日

⑩資金の使途 

財務の健全性を図るために借入金の返済に

充当する予定であります。 

  (3)第1回C種優先株式 

①株式の種類及び銘柄    

株式会社リクルートコスモス第1回C種優先

株式 

②発行株式数 4,000,000株

③発行価額 1株につき 1,000円

④発行価額の総額 4,000,000,000円

⑤資本組入額 1株につき 500円

⑥割当先及び割当株式数 

中央三井プライベートエ

クイティパートナーズ投

資事業有限責任組合 

2,000,000株

株式会社あおぞら銀行 500,000株

オリックス株式会社 500,000株

中央三井プライベートエ

クイティ第一号投資事業

組合 

500,000株

東京海上日動火災保険株

式会社 
500,000株

⑦申込期日 平成17年6月30日

⑧払込期日 平成17年6月30日

⑨配当起算日 平成17年6月30日

⑩資金の使途 

財務の健全性を図るために借入金の返済に

充当する予定であります。 

 



前中間会計期間 

（自 平成16年4月１日 

至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年4月１日 

至 平成17年3月31日） 

─────── ─────── 4．平成17年5月27日開催の取締役会及び平成

17年6月29日開催の定時株主総会におきま

して、第三者割当による新株予約権の有利

発行に関して決議いたしました。その概要

は次のとおりであります。 

  (1)第1回新株予約権 

①新株予約権の名称              

株式会社リクルートコスモス第1回新株予

約権 

②発行する新株予約権の総数 

8,860個（1個当たり付与株式数1,000株）

③新株予約権の発行価額 無償 

④新株予約権の目的たる株式の種類 

普通株式 

⑤新株予約権の目的たる株式の数 

8,860,000株 

⑥新株予約権の行使に際して払込をすべき 

金額   新株予約権1個につき  140,000円 

⑦新株予約権の行使により発行する株式の 

発行価額 1株につき    140円 

⑧新株予約権の行使により発行する株式の 

発行価額の総額 1,240,400,000円 

⑨新株予約権の行使により株式を発行する場 

合の資本組入額 1株につき     70円 

⑩新株予約権の権利行使期間 

平成17年9月30日から平成27年6月29日まで 

⑪新株予約権の割当先及び割当数 

東京海上日動火災保険株式

会社 
3,467個 

株式会社あおぞら銀行 3,082個 

中央三井プライベートエク

イティ第一号投資事業組合 
1,156個 

AIGエジソン生命保険株式会

社 
385個 

エイアイジー・スター生命

保険株式会社 
385個 

マスミューチュアル生命保

険株式会社 
308個 

メリルリンチ日本証券株式

会社 
77個 

⑫新株予約権の申込期日    平成17年6月30日

⑬新株の配当起算日        

新株予約権の行使が毎年4月1日から9月30日

までになされたときは当該年の4月1日に、

毎年10月1日から翌年3月31日までになされ

たときは当該年の10月1日に、それぞれ当該

株式の発行があったものとみなしてこれを

支払う。 

⑭資金の使途 

財務の健全性を図るために借入金の返済及

び運転資金に充当する予定であります。 

 



前中間会計期間 

（自 平成16年4月１日 

至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年4月１日 

至 平成17年3月31日） 

─────── ─────── (2)第2回新株予約権 

①新株予約権の名称              

株式会社リクルートコスモス第2回新株予

約権 

②発行する新株予約権の総数 

5,212個（1個当たり付与株式数1,000株）

③新株予約権の発行価額 無償 

④新株予約権の目的たる株式の種類 

普通株式 

⑤新株予約権の目的たる株式の数 

5,212,000株 

⑥新株予約権の行使に際して払込をすべき 

金額   新株予約権1個につき  140,000円 

⑦新株予約権の行使により発行する株式の 

発行価額 1株につき    140円 

⑧新株予約権の行使により発行する株式の 

発行価額の総額 729,680,000円 

⑨新株予約権の行使により株式を発行する場 

合の資本組入額 1株につき     70円 

⑩新株予約権の権利行使期間 

平成17年9月30日から平成24年6月29日まで 

⑪新株予約権の割当先及び割当数 

株式会社東京スター銀行 1,806個 

中央三井プライベートエクイ

ティパートナーズ投資事業有

限責任組合 

1,032個 

オリックス株式会社 774個 

株式会社あおぞら銀行 516個 

中央三井プライベートエクイ

ティ第一号投資事業組合 
516個 

メリルリンチ日本証券株式会

社 
206個 

AIGエジソン生命保険株式会社 181個 

エイアイジー・スター生命保

険株式会社 
181個 

⑫新株予約権の申込期日    平成17年6月30日

⑬新株の配当起算日        

新株予約権の行使が毎年4月1日から9月30日

までになされたときは当該年の4月1日に、

毎年10月1日から翌年3月31日までになされ

たときは当該年の10月1日に、それぞれ当該

株式の発行があったものとみなしてこれを

支払う。 

⑭資金の使途 

財務の健全性を図るために借入金の返済及

び運転資金に充当する予定であります。 

 



前中間会計期間 

（自 平成16年4月１日 

至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年4月１日 

至 平成17年3月31日） 

─────── ─────── 5．平成17年5月27日開催の取締役会及び平成

17年6月29日開催の定時株主総会におきま

して、当社の取締役、監査役及び従業員に

対して、商法第280条ノ20及び商法第280条

ノ21の規定に基づき、ストックオプション

として新株予約権の付与を行うことを決議

いたしました。その概要は次のとおりであ

ります。 

  

取締役会において決定する。 

(1)発行する新株予約権の総数            

4,168個（１個当たり付与株式数1,000株）

を上限とする。 

(2)新株予約権の発行価額 無償 

(3)新株予約権の目的たる株式の種類 

普通株式 

(4)新株予約権の目的たる株式の数  

4,168,000株を上限とする。

(5)新株予約権の行使に際して払込みをすべ

き金額及び新株予約権の行使により発行

する株式の発行価額 

新株予約権の行使により発行又は移転す

る株式１株当たりの払込金額に付与株式

数を乗じた金額とする。 

払込価額は、新株予約権を発行する日に

先立つ45取引日目に始まる30取引日のジ

ャスダック証券取引所における当社の普

通株式の普通取引の毎日の終値の平均値

とし、１円未満の端数は切り上げる。な

お、その金額が発行日の終値を下回る場

合は、当該終値を払込価額とする。 

(6)新株予約権の権利行使期間 

発行日の翌日から平成27年6月28日までの

範囲内で当社取締役会が定めるものとす

る。 

(7)資金の使途  

財務の健全性を図るために借入金の返済

及び運転資金に充当する予定でありま

す。 

(8)その他の条件 

 



前中間会計期間 

（自 平成16年4月１日 

至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年4月１日 

至 平成17年3月31日） 

─────── ─────── 6．平成17年5月27日開催の取締役会におきま

して、リクルートグループとの資本関係を

解消し、株式会社リクルート、株式会社リ

クルートメディアコミュニケーションズ、

株式会社リクルートエイブリックの三者が

保有する当社株式と株式会社リクルートへ

の第三者割当による当社株式とを併せた全

株式（54,220千株）を当社へ無償譲渡する

ことを含む「最終合意書」を、株式会社リ

クルート並びにUnison Capital Partners

Ⅱ,L.P. 、Unison Capital PartnersⅡ

(F),L.P. 、UC Astro Investor,L.P. との

間で締結することを決議しました。これに

関連して、同取締役会におきまして当社の

保有する株式会社リクルートの全株式を譲

渡することを決議いたしました。その概要

は次のとおりであります。 

  (1)譲渡資産の内容 

株式会社リクルート株式  2,600千株 

（簿価17,680百万円）

(2)譲渡価額  19,500百万円 

(3)譲渡先 

株式会社リクルートメディアコミュニケー

ションズ 

(4)譲渡時期 契約日：平成17年6月28日 

 受渡日：平成17年6月29日 

なお、上記株式譲渡の結果、投資有価証券

売却益1,820百万円を見込んでおります。 



(2)【その他】 

訴訟 

当社が分譲いたしました横須賀市のマンションにおいて、施工上の不具合等があることが判明したことか

ら、当該マンションの区分所有者及び管理組合法人に対し補修改善工事等の提案を申し入れ、協議を行ってま

いりました。しかしながら、当社が提案する補修工事の方法等に関して、相互間の合意を得ることができなか

ったことにより、区分所有者及び管理組合法人が瑕疵担保責任等に基づき損害賠償を求めて平成16年10月13日

に東京地方裁判所に提訴しております。請求額は、損害賠償額5,087百万円及び附帯する年5％の割合による利

息並びに訴訟費用であり、現在係争中であります。 

当社としては、当社の提案する補修改善工事等は第三者機関にも適切な補修方法として評価いただいてお

り、本訴訟手続きを通して、原告の請求額等は著しく過大であり、当社の提案する方法による補修が適切であ

るとの主張が認められるものと考えております。また、実際の補修工事等に関しては、当該マンションの施工

会社による補修の実施等を求めていく方針であります。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書 

事業年度（第36期）（自  平成16年4月  至  平成17年3月31日）平成17年6月29日関東財務局長に提出。 

(2) 臨時報告書（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象） 

証券取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第12号及び第19号に基づくもの 

平成17年5月27日関東財務局長に提出  

(3) 臨時報告書（第三者割当による優先株式の発行） 

証券取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第2号に基づくもの 

平成17年5月27日関東財務局長に提出  

(4) 有価証券届出書（第三者割当による普通株式の発行）及びその添付書類 

平成17年5月27日関東財務局長に提出  

(5) 有価証券届出書（第三者割当による普通株式の発行）及びその添付書類 

平成17年5月27日関東財務局長に提出  

(6) 有価証券届出書（第三者割当による新株予約権証券の発行）及びその添付書類 

平成17年5月27日関東財務局長に提出  

(7) 臨時報告書の訂正届出書 

平成17年6月10日関東財務局長に提出  

平成17年5月27日提出の臨時報告書（第三者割当による優先株式の発行）に係る訂正報告書 

(8) 有価証券届出書の訂正届出書 

平成17年6月10日関東財務局長に提出  

平成17年5月27日提出の有価証券届出書（第三者割当による普通株式の発行）に係る訂正報告書 

(9) 有価証券届出書の訂正届出書 

平成17年6月10日関東財務局長に提出  

平成17年5月27日提出の有価証券届出書（第三者割当による普通株式の発行）に係る訂正報告書 

(10)有価証券届出書の訂正届出書 

平成17年6月10日関東財務局長に提出  

平成17年5月27日提出の有価証券届出書（第三者割当による新株予約権証券の発行）に係る訂正報告書 

(11)臨時報告書の訂正届出書 

平成17年6月29日関東財務局長に提出  

平成17年5月27日提出の臨時報告書（第三者割当による優先株式の発行）に係る訂正報告書 

(12)有価証券届出書の訂正届出書 

平成17年6月29日関東財務局長に提出  

平成17年5月27日提出の有価証券届出書（第三者割当による普通株式の発行）に係る訂正報告書 

(13)有価証券届出書の訂正届出書 

平成17年6月29日関東財務局長に提出  

平成17年5月27日提出の有価証券届出書（第三者割当による新株予約権証券の発行）に係る訂正報告書 

(14)臨時報告書（主要株主の異動） 

証券取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第4号の規定に基づくもの 

平成17年6月30日関東財務局長に提出  

(15)臨時報告書（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象） 

証券取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第12号及び第19号の規定に基づく

もの 

平成17年7月25日関東財務局長に提出  

(16)臨時報告書（新株予約権証券） 

証券取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第2号の2の規定に基づくもの 

平成17年7月25日関東財務局長に提出  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査法人の中間監査報告書 

  平成１６年１２月１７日

株式会社リクルートコスモス   

 代表取締役社長 重田 里志 殿  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 澤田 勲   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 今井 靖容  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社リクルートコスモスの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社リクルートコスモス及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査法人の中間監査報告書 

  平成１７年１２月２０日

株式会社リクルートコスモス   

 代表取締役社長 町田 公志 殿  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 澤田 勲   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 今井 靖容  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 水野 友裕  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社リクルートコスモスの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社リクルートコスモス及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追加情報 

１．中間連結財務諸表の作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計

基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。  

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社の平成１７年９月２９日開催の臨時株主総会において、減資、資本準備金及び

利益準備金の減少について決議され、平成１７年１１月１日に効力が発生している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査法人の中間監査報告書 

  平成１６年１２月１７日

株式会社リクルートコスモス   

 代表取締役社長 重田 里志 殿  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 澤田 勲   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 今井 靖容  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社リクルートコスモスの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第３６期事業年度の中間会計期間（平成

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社リクルートコスモスの平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査法人の中間監査報告書 

  平成１７年１２月２０日

株式会社リクルートコスモス   

 代表取締役社長 町田 公志 殿  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 澤田 勲   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 今井 靖容  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 水野 友裕  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社リクルートコスモスの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３７期事業年度の中間会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社リクルートコスモスの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を

適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。  

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社の平成１７年９月２９日開催の臨時株主総会において、減資、資本準備金及び

利益準備金の減少について決議され、平成１７年１１月１日に効力が発生している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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